
2025年度「被扶養者資格確認」のてびき
確認資料の解説、Q&A、その他被扶養者認定基準変更点等

～はじめに～

提出期限

調査対象期間

2024年1月1日から同年12月31日まで

調査対象者
2025年9月1日現在において認定されている被扶養者を有する組合員

提出書類
・共済組合員調書
・被扶養者の収入及び生計維持の状況を確認できる証明書（確認資料）

2025年10月31日時点で日本郵政共済組合の資格を有する方は、必ずご提出ください。
 （2025年10月31日に退職、又は任意継続を脱退する方も10月31日時点では資格を有しています。）

被扶養者によって確認資料が異なります。同封の[共済組合員調書]と　　　　 をご覧ください。

調査対象期間（2024年）中に認定された被扶養者は、認定された日から2024年12月31日までが調査対象です。

　書類の未提出、不備の未解消により資格確認が完了しなかった場合、以下の取扱いとなるためご承知おきください。
・被扶養者証（保険証）及び有効期限内の資格確認書は無効となります。
・「日本郵政共済組合被扶養者認定基準」第18条・19条に基づき、職権で被扶養者認定を取り消すことがあります。

　本調査は、前年2024年中に被扶養者が認定の要件を欠いている可能性がある事実に着目して確認を行うものであり、2025年現在の
認定要件を保証するものではありません。
　現時点で認定取消に該当する事実がある場合、組合員は速やかに申告する義務があります。
　詳しくは5ページの「被扶養者認定の基礎知識」及び[共済組合員調書]2ページの「取消要件」をご確認ください。

概  要

　被扶養者資格確認（以下「資格確認」という。）とは、国家公務員共済組合法等に基づき、日本郵政共済組合の被扶養者とし
て認定した方が、引き続き要件を欠いていないかを確認する大切な調査です。
　「被扶養者資格確認のお知らせ」を受け取られた方は必ず[共済組合員調書]及び確認資料等を揃えて、下記提出期限まで
にご提出ください。
　組合員の皆様にご負担いただいている掛金等を適正に使用するためにも、公平かつ厳正な確認にご理解とご協力をお願
いいたします。
　なお、日本郵政グループ各社が実施している扶養手当監査と資格確認は、異なるものです。

手続ガイド
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今回調査する期間

「日本郵政共済組合被扶養者認定基準」改定
≫詳しくは4ページへ

2024年 2025年

調査方法
「日本郵政共済組合被扶養者認定基準」改定（2025年3月1日）前の基準

2025年10月31日より前に資格を喪失される方は、署名し[共済組合員調書]のみをご返送ください。
確認資料（所得証明書等）の提出は不要です。

2025年10月31日（金） 消印有効
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2ページ

□はい 取【 消用】被扶養者等申告書送付(予定)日
　(  　 　   年　　    月　　    日) へ

□いいえ

□はい 　◌ 在学証明書（写） ※学生証不可
□いいえ

A ◌ 所得証明書（写）

□収入あり

□収入なし

□範囲内

□新型コロナワクチン接種業務に係る収入がある
□いいえ(超えている)

□はい 　 単身赴任　 　介護・障害者施設等　 　長期入院
□いいえ

□はい ◌ 住民票（写） ※世帯全員分

□いいえ

□全期間 ◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 住民票（写） ※世帯全員分

続　柄 性　別

収入の有無及び種類を確認するため、 「A ◌ 所得証明書（写）」は提出
必須資料です。    をつけ、提出してください。

扶養状況に変更があり、認定取消の手続中ですか？
又は、共済組合員調書P2の「取消要件」に該当しましたか？

被扶養者は2001年4月2日以降の生まれで、かつ、2023年中は学生
でしたか？

フ リ ガ ナ 生 年 月 日
被 扶 養 者

氏　名
扶養手当受給

2023年中は収入がありましたか？　ありの方は該当する「収入の種
類」に    チェックを入れ、              の別表1<収入に関する確認資

    に」号番料資「、し照参を>料 をつけ、その資料を提出してください。

2023年中組合員と被扶養者は同居していましたか?

現在は別居されている場合、組合員と被扶養者分それぞれ必要です
(住民票の除票可)。

収入の種類 資料番号

2023年中の合計収入額は、　　　　　の別表3<収入要件>の範囲
でしたか？

□はい

収入の種類

□ C 事業・資産収入
□ D 公的年金

資料番号

□ G その他

□ B 給与収入 不要　1
□ F 雇用保険
□ E その他年金

共
済
組
合

使
用
欄

該当する別居期間に    チェックを入れてください。

組合員と被扶養者分それぞれ必要です(住民票
の除票可)。

調書の記入は完了です。この調書と　 をつけた確認資料を同封の返信用
封筒で返送してください。
認定取消の手続きが必要です（詳しくはてびき3ページ参照）。
すでに送付済みの方は送付日を設問 に記入してください。
また、この「調書」は同封の返信用封筒で返送してください。

□一部期間

□年収の壁・支援強化パッケージ(130万円の壁)を
　 適用できる

事
前
確
認

被
扶
養
者
の
収
入

被
扶
養
者
の
居
住

1

8

9

6

7

4

必須

2

3

5

手続ガイド

手続ガイド

手続ガイド2023年中は、　　　　　の別表4<送金を要さない特例>に該当
しますか？　別表4「資料番号」のとおり　 をつけ、その資料を提出
してください。
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□はい 取【 消用】被扶養者等申告書送付(予定)日
　(  　 　   年　　    月　　    日) へ

□いいえ

□はい 　◌ 在学証明書（写） ※学生証不可
□いいえ

A ◌ 所得証明書（写）

□収入あり

□収入なし

□範囲内

□新型コロナワクチン接種業務に係る収入がある
□いいえ(超えている)

□はい 　 単身赴任　 　介護・障害者施設等　 　長期入院
□いいえ

□はい ◌ 住民票（写） ※世帯全員分

□いいえ

□全期間 ◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 住民票（写） ※世帯全員分

続　柄 性　別

収入の有無及び種類を確認するため、 「A ◌ 所得証明書（写）」は提出
必須資料です。    をつけ、提出してください。

扶養状況に変更があり、認定取消の手続中ですか？
又は、共済組合員調書P2の「取消要件」に該当しましたか？

被扶養者は2001年4月2日以降の生まれで、かつ、2023年中は学生
でしたか？

フ リ ガ ナ 生 年 月 日
被 扶 養 者

氏　名
扶養手当受給

2023年中は収入がありましたか？　ありの方は該当する「収入の種
類」に    チェックを入れ、              の別表1<収入に関する確認資

    に」号番料資「、し照参を>料 をつけ、その資料を提出してください。

2023年中組合員と被扶養者は同居していましたか?

現在は別居されている場合、組合員と被扶養者分それぞれ必要です
(住民票の除票可)。

収入の種類 資料番号

2023年中の合計収入額は、　　　　　の別表3<収入要件>の範囲
でしたか？

□はい

収入の種類

□ C 事業・資産収入
□ D 公的年金

資料番号

□ G その他

□ B 給与収入 不要　1
□ F 雇用保険
□ E その他年金

共
済
組
合

使
用
欄

該当する別居期間に    チェックを入れてください。

組合員と被扶養者分それぞれ必要です(住民票
の除票可)。

調書の記入は完了です。この調書と　 をつけた確認資料を同封の返信用
封筒で返送してください。
認定取消の手続きが必要です（詳しくはてびき3ページ参照）。
すでに送付済みの方は送付日を設問 に記入してください。
また、この「調書」は同封の返信用封筒で返送してください。

□一部期間

□年収の壁・支援強化パッケージ(130万円の壁)を
　 適用できる

事
前
確
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被
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養
者
の
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扶
養
者
の
居
住

1

8

9

6

7

4

必須
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手続ガイド

手続ガイド

手続ガイド2023年中は、　　　　　の別表4<送金を要さない特例>に該当
しますか？　別表4「資料番号」のとおり　 をつけ、その資料を提出
してください。

1 2 3
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［組合員情報］

※調査をするうえでご連絡する場合がありますので必ず連絡先をご記入ください。

　年　　 　　月　　　　日　（署名）

［被扶養者一覧］ 2024年9月1日現在認定されている方

　取消要件に一つでも該当した場合は、調書3、4ページの設問  の「□はい」に✓チェックしてください。

　●主な取消理由 　以下の取消理由以外については、共済組合員ホームページを参照してください。

勤務先

組合員氏名 昼間連絡先TEL

組合員番号 性別 生年
月日

（勤務先・携帯・自宅）

被扶養者氏名
資料の
提出が

必要な方

確認資料提出省略の理由 取消要件
確認済み

共済組合
使用欄取消

手続中※
扶養手当

受給

通信欄

取消要件のセルフチェック

署名がない場合、不備といたしますので必ずご記入ください。

共済組合ホームページ

ことに同意し、取消日以降の給付金等について直ちに返還します。
　また、資格確認事務の遂行を目的として、資格確認の状況について、雇用されている会社等（国家公務員共済組合法に定めのある会社等に限る。）へ
提供する場合があること、及び医療保険者等向け中間サーバーを介して日本郵政共済組合が取得可能な特定個人情報を取得し、調書（確認資料を含む）
の内容と相違がないか確認する場合があることに同意します。

※取消手続中…認定取消の申告を受け付けていましたが、2024年9月1日現在手続きが完了していませんので、速やかに案内されている資料を共済センター
　　　　　　　へ提出し、手続きを完了させてください。

　・収入超過 ・・・ 収入が増えて年収が基準額（130万円又は180万円）以上になった　※年収の壁・支援強化パッケージ（130万円の壁）を除く
　・収入1/2超過 ・・・ 被扶養者の年収が、組合員の年収の1/2以上になった
　・別居（送金） ・・・ 被扶養者と別居した、又は別居している被扶養者に収入以上の送金をしていない
　・他保険加入 ・・・ 他の保険に加入した、又は加入している
　・雇用保険等 ・・・ 日額3,612円以上（傷病手当金については月額108,334円以上も条件）の雇用保険等を受給し始めた
　・共同扶養 ・・・ 共同扶養者（被扶養者を一緒に扶養する義務がある人）の年収が組合員の年収を上回っていた
　・国内居住要件 ・・・ 日本国内に住民登録がない（国内居住要件非該当）

セルフチェック！

2024年
認定

18歳
未満

同意事項

 手続ガイド

同封しているもの

共済組合員調書

主な確認資料

共済組合員調書1ページの案内のとおり、進めてください。

〇〇郵便局

共済　太郎

共済　太郎

2024 10 12

000-0000-0000

00000000 0000.00.00男

✔

✔
✔

（2）　　        を参照して  から各設問の該当するものに　チェックし、☑ がついた書類をご提出ください。

在学証明書 先学就 ： 先得取 場役村町区市 ： 先得取令和7年度所得証明書

元払支金年、元手お ： 先得取年金振込通知書

手続ガイド

2024年給与等証明書_様式1 封同 ： 先得取

次(下)の設問へ順に  あるいは  まで進みます。
(例の場合は  へ進みます。)

設問  でいいえに☑チェックが入る方は、  へ進みます。
A
    をして  へ進みます。

　　　　　に収入に関する確認資料を掲載しています。

3、4ページ

手続ガイド
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35
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資格確認_様式1

組合員番号、氏名、証明対象の被扶養者氏名等を記入し、被扶養者の勤務先へ証明を依頼してください。

証明対象者について上記のとおり証明します。

:
:
:
: （ ）

※この証明書は、日本郵政共済組合の被扶養者要件を確認するための証明資料として使用します。

※「年収の壁・支援強化パッケージ｣（130万円の壁）の証明及び､「新型コロナウイルスワクチン接種業務に従事する医
　療職の収入」の証明が必要な場合は、本書と併せて別途、専用の申立書への記入をお願いします。

　なお、記入が無い箇所等があった場合は、給与等証明書を返却させていただき、再度証明を依頼することがありますの
で、記入漏れが無いようご注意ください。

　証明対象者について、ご記入をお願いします。

組合員との
続 柄

2023年　給 与 等 証 明 書

　　　　年　　　月　　　日生

組合員番号

被扶養者 氏名
(証明対象者)

組合員氏名

生 年 月 日

(2023年1月～2023年12月) (2023年1月1日以降変更があったときのみ記入)

給　　　　与 □時給　 □日額　 □月給 円 □時給　 □日額　 □月給 円 

採用年月日 年　　　　月　　　　日 退職年月日 年　　　　月　　　　日 

雇
用
条
件
に
関
す
る
事
項

雇用条件変更日（2023年1月1日以降変更があった場合のみ記入） 年　　　　月　　　　日 

2023年中の雇用条件 変更前雇用条件

時間/日

□変動あり 時間/日～ 時間/日 □変動あり 時間/日～ 時間/日 

通 　 勤 　 費 □日額 　□月額　 □ 無 円 □日額 　□月額　 □ 無 円 

所定労働時間
□変動なし 時間/日 □変動なし

□変動あり 　日/月～ 日/月 □変動あり 　日/月～ 日/月 
所定労働日数

□変動なし 　日/月 □変動なし 　日/月

健康保険適用
□有 (郵政共済以外の他の健保)　　　　□無 □有 (郵政共済以外の他の健保)　　　　□無

  (資格取得　　  　     　　年　　　 　月　 　　　日)   (資格取得　　  　     　　年　　　 　月　 　　　日)

給 与 支 給 日 日 給与計算締切日 毎月　　　　　日 日 給与計算締切日 毎月　　　　　日 

特  記  事  項

給
与
支
払
実
績
に
関
す
る
事
項

支払年月日 総支給額 支払年月日

2023 年 2 月 日 円 

日

総支給額

給　　与

2023 年 1 月 日 円 2023 年

2023 年 8 月 日 円 

7 月 日 円 

2023 年 9 月 円 2023 年 3 月 日 円 

2023 年 10 月 日 円 2023 年 4 月 日 円 

2023 年 11 月 日 円 2023 年 5 月 日 円 

2023 年 12 月 日 円 2023 年 6 月 日 円 

2023 年 月 日2023 年 月 日

年 　　　月 　　　日

所 在 地 
事業所名 
事業主名 
電話番号 

月 日 円 

特 記 事 項 合 計 円 

賞　与　等
円 

2023 年 月 日 円 2023 年

円 

印

勤務先記入欄

2

（1/2）
（2/2）2025 

2024

（1）勤務先・昼間連絡先TELをご記入ください。「同意事項」への署名は必須です。

[所得証明書（写）]は必須書類です。

差し替え

差し替え 確認の上、該当する資料をご提出ください(例の場合は
[2024年給与等証明書_様式1])。

2024年中に認定された被扶養者は、認定日以降が調査対象です（8ページ 項番18参照）

2024年中に学生で、生年月日が
2002年4月2日以降であれば、
[在学証明書]（2025年に卒業さ
れている場合は[卒業証明書]
等）の提出で収入と生計維持の
確認資料を省略します。

2024年の収入の種類を確認し、提出し
ていただく資料を把握します（源泉徴収
票では代用できません）。
[在学証明書]等で収入確認を省略できる
被扶養者以外は全員必須資料です。
※無収入の方は収入が無いことを確認

します。

差し替え

2024年に給与収入があった方
に提出していただきます。勤務
先に記入をご依頼ください。

[給与等証明書]の提出を省略で
きる場合があります(詳しくは
てびき4ページ参照)。

遺族年金・障害年金を受給している場合
は、2024年6月に発行された通知書（写）
をご提出ください。

※その他個人年金等を受給されている
方は、2024年の年金支払額を確認で
きる資料をご提出ください。

全員提出！
共済組合員調書

※ご自身で
　ご用意ください。

封筒

被扶養者の要件を欠いていることが
判明次第、速やかに提出

〒330-9793  埼玉県さいたま市中央区新都心3-1
日本郵政共済組合共済センター 被扶養者担当 あて

◆【取消用】被扶養者等申告書(1/2)
◆【取消用】被扶養者等申告書(2/2)

確認資料 ◆被扶養者証(保険証)等
◆有効期限内の資格確認書

※同封しています。
返信用封筒

所得証明書、住民票 等
確認資料

2025年１０月３１日（金）
消印有効

〒163-8791  日本郵便株式会社 新宿郵便局 郵便私書箱第346号
日本郵政共済組合共済センター 被扶養者担当（資格確認）  あて

被扶養者の要件を欠いていることが判明した場合
　①［共済組合員調書］は、署名及び設問1へ回答（「はい」へチェック）の上、上記のとおりご返送ください。（確認資料は不要）
　②別便で【取消用】被扶養者等申告書を要件を欠いた日が確認できる資料とあわせて下記のとおりご送付ください。

記入済みの共済組合員調書と確認資料を同封の返信用封筒でご送付ください。

送付先

送付先

□はい 取【 消用】被扶養者等申告書送付(予定)日
　(  　 　   年　　    月　　    日) へ

□いいえ

□はい 　◌ 在学証明書（写） ※学生証不可
□いいえ

A ◌ 所得証明書（写）

□収入あり

□収入なし

□範囲内

□新型コロナワクチン接種業務に係る収入がある
□いいえ(超えている)

□はい 　 単身赴任　 　介護・障害者施設等　 　長期入院
□いいえ

□はい ◌ 住民票（写） ※世帯全員分

□いいえ

□全期間 ◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 住民票（写） ※世帯全員分

続　柄 性　別

収入の有無及び種類を確認するため、 「A ◌ 所得証明書（写）」は提出
必須資料です。    をつけ、提出してください。

扶養状況に変更があり、認定取消の手続中ですか？
又は、共済組合員調書P2の「取消要件」に該当しましたか？

被扶養者は2001年4月2日以降の生まれで、かつ、2023年中は学生
でしたか？

フ リ ガ ナ 生 年 月 日
被 扶 養 者

氏　名
扶養手当受給

2023年中は収入がありましたか？　ありの方は該当する「収入の種
類」に    チェックを入れ、              の別表1<収入に関する確認資

    に」号番料資「、し照参を>料 をつけ、その資料を提出してください。

2023年中組合員と被扶養者は同居していましたか?

現在は別居されている場合、組合員と被扶養者分それぞれ必要です
(住民票の除票可)。

収入の種類 資料番号

2023年中の合計収入額は、　　　　　の別表3<収入要件>の範囲
でしたか？

□はい

収入の種類

□ C 事業・資産収入
□ D 公的年金

資料番号

□ G その他

□ B 給与収入 不要　1
□ F 雇用保険
□ E その他年金

共
済
組
合

使
用
欄

該当する別居期間に    チェックを入れてください。

組合員と被扶養者分それぞれ必要です(住民票
の除票可)。

調書の記入は完了です。この調書と　 をつけた確認資料を同封の返信用
封筒で返送してください。
認定取消の手続きが必要です（詳しくはてびき3ページ参照）。
すでに送付済みの方は送付日を設問 に記入してください。
また、この「調書」は同封の返信用封筒で返送してください。

□一部期間

□年収の壁・支援強化パッケージ(130万円の壁)を
　 適用できる

事
前
確
認

被
扶
養
者
の
収
入

被
扶
養
者
の
居
住

1

8

9

6

7

4

必須

2

3

5

手続ガイド

手続ガイド

手続ガイド2023年中は、　　　　　の別表4<送金を要さない特例>に該当
しますか？　別表4「資料番号」のとおり　 をつけ、その資料を提出
してください。

1 2 3

5

43 98
762

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ
へ

へ

へ

□はい 取【 消用】被扶養者等申告書送付(予定)日
　(  　 　   年　　    月　　    日) へ

□いいえ

□はい 　◌ 在学証明書（写） ※学生証不可
□いいえ

A ◌ 所得証明書（写）

□収入あり

□収入なし

□範囲内

□新型コロナワクチン接種業務に係る収入がある
□いいえ(超えている)

□はい 　 単身赴任　 　介護・障害者施設等　 　長期入院
□いいえ

□はい ◌ 住民票（写） ※世帯全員分

□いいえ

□全期間 ◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 住民票（写） ※世帯全員分

続　柄 性　別

収入の有無及び種類を確認するため、 「A ◌ 所得証明書（写）」は提出
必須資料です。    をつけ、提出してください。

扶養状況に変更があり、認定取消の手続中ですか？
又は、共済組合員調書P2の「取消要件」に該当しましたか？

被扶養者は2001年4月2日以降の生まれで、かつ、2023年中は学生
でしたか？

フ リ ガ ナ 生 年 月 日
被 扶 養 者

氏　名
扶養手当受給

2023年中は収入がありましたか？　ありの方は該当する「収入の種
類」に    チェックを入れ、              の別表1<収入に関する確認資

    に」号番料資「、し照参を>料 をつけ、その資料を提出してください。

2023年中組合員と被扶養者は同居していましたか?

現在は別居されている場合、組合員と被扶養者分それぞれ必要です
(住民票の除票可)。

収入の種類 資料番号

2023年中の合計収入額は、　　　　　の別表3<収入要件>の範囲
でしたか？

□はい

収入の種類

□ C 事業・資産収入
□ D 公的年金

資料番号

□ G その他

□ B 給与収入 不要　1
□ F 雇用保険
□ E その他年金

共
済
組
合

使
用
欄

該当する別居期間に    チェックを入れてください。

組合員と被扶養者分それぞれ必要です(住民票
の除票可)。

調書の記入は完了です。この調書と　 をつけた確認資料を同封の返信用
封筒で返送してください。
認定取消の手続きが必要です（詳しくはてびき3ページ参照）。
すでに送付済みの方は送付日を設問 に記入してください。
また、この「調書」は同封の返信用封筒で返送してください。

□一部期間

□年収の壁・支援強化パッケージ(130万円の壁)を
　 適用できる

事
前
確
認

被
扶
養
者
の
収
入

被
扶
養
者
の
居
住

1

8

9

6

7

4

必須

2

3

5

手続ガイド

手続ガイド

手続ガイド2023年中は、　　　　　の別表4<送金を要さない特例>に該当
しますか？　別表4「資料番号」のとおり　 をつけ、その資料を提出
してください。

1 2 3

5

43 98
762

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ
へ

へ

へ

令和6年分確定申告書

送金状況確認書_様式2 及び
送金の証明書類

署務税、元手お ： 先得取 場役村町区市 ： 先得取住民票

　

資格確認_様式2

被扶養者と別居をしている場合、送金状況について各項目を漏れなく記入し、確認資料と併せて提出してください。

被
扶
養
者

2　別居期間　※引き続き別居の方は、終了日は未記入。

3　2023年中の口座間送金　口座間送金以外の方法で生活費を負担している方は、4へ進んでください。　　

特記事項があればご記入ください。

● 送金の証跡が確認できる資料を提出してください。 
  通帳（写）　利用明細票（写） 　送金額や振込人・受取人が記載された書面　等

 ・ 2023年中に同居・別居を開始した場合、裏面「居住状況を確認できる資料」を参照し、資料を提出してください。

  かる資料を提出してください（当共済組合に到着後、内容を確認したうえ

□　手渡しをしている
□　学費を負担している

□　送金しているが、振込人が組合員、受取人が被扶養者であることが確認できない
□　家賃や水道光熱費を負担している（組合員から直接引き落としている等）
□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

5　その他

□　生活費は渡していない、負担をしていない。
ください。

送 金 状 況 確 認 書　

4　口座間送金以外の方法で負担している（渡している）生活費
  次の6つのうち該当する項目に チェックを入れてください。併せて、年間の負担額を合計して記載し、その事実が分

□　組合員の給与口座の通帳（又はカード）を被扶養者に渡し、被扶養者が適宜出金している

 　年間負担額 円程度　

　次のうち該当する項目がある方は チェックし、必要事項を記入の上提出してください。

1　組合員及び別居している被扶養者の情報（2023年12月31日現在）

(住 所)

別居期間 ～

続　柄

「別居している被扶養者への送金条件」は裏面へ→

□　確認資料を提出できない方は、具体的な理由をご記入ください。

円

円

円 9月分

組合員番号 組合員氏名

月　分 月　分

氏　名
居 住 地

送金額

生年月日               年        月        日生

2月分 円 8月分
円　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日 円

1月分 円 7月分

円

円

円6月分 円 12月分

5月分 円 11月分

3月分

　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日

4月分 円 10月分

 ※ 通帳（写）を提出する場合、送金者が組合員であること及び送金先が被扶養者であることを確認できるよう、通帳の表
　  紙と金額面をコピーしてください。また、送金以外の部分はマスキングしてください。

送金日送金日 送金額

1～12月の送金額合計

　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日

（日本郵政共済組合）

【送付先】〒330-9793　埼玉県さいたま市中央区新都心3-1　　日本郵政共済組合 共済センター　被扶養者担当　あて

〒 －

〒 － 〒 －

2024.5 改正 ＜被扶養者担当＞

印 システム入力

取消審査 １審□ 印 ２審□ 印 取消審査

⑩被扶養者の
マイナンバー 別添、被扶養者等申告書（マイナンバー）のとおり 別添、被扶養者等申告書（マイナンバー）のとおり

以下は共済組合で使用しますので、記入しないでください。
受付印 取消年月日 平成　・　令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日 取消年月日 平成　・　令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

被扶養者証回収の
有無 印 被扶養者証回収の

有無 印

１審□ 印 ２審□

システム入力 令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

有　　　・　　　無　　　・　　　亡失

令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

有　　　・　　　無　　　・　　　亡失

令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

⑧1年の収入額
（年収）

「⑦被扶養者の要件を欠いた理由」が「4.収入増加」に該当する場合にのみ、ご記入ください。
所得金額ではなく、税控除前の金額を記入してください。課税非課税問わず全ての収入を記入してください。

円 円
⑨被扶養者の要件を

欠いた年月日
4.平成
５.令和 　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日 4.平成

５.令和 　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

⑦被扶養者の要件を
欠いた理由

都　道
府　県

⑤職業
※現在の状況をお知らせください。

④被扶養者住所

 1.同居　　　　　　　　2.別居
（｢別居」の場合は、被扶養者の住所を記入してください。

住所は住民票に登録されているものと同じ住所を記入してください｡）

 1.同居　　　　　　　　2.別居
（｢別居」の場合は、被扶養者の住所を記入してください。

住所は住民票に登録されているものと同じ住所を記入してください｡）
都　道
府　県

⑥収入の種類
※⑤の収入に該当するもの全てに〇

をつけてください。

性別 1.男　　　2.女

③生年月日 3.昭和　　   4.平成
5.令和 年 月 日 3.昭和　　   4.平成

5.令和 年

②続柄・性別 続柄 性別 1.男　　　2.女 続柄

月 日

①被扶養者氏名
(フリガナ) (フリガナ)
(姓) (名) (姓) (名)

部
課
係

ｾﾝﾀｰ
(  　　　　　  )※日中繋がる電話番号を記入してください。 ※勤務局所に連絡する場合があります。

⑨1年の収入額
(年収) 円

⑩単身赴任
※該当する方のみ記入してください。

 1.はい　　 2.いいえ  ⑪
⑩が「1.はい」の場合、住民票登録は単身赴任先でしょうか

 1.はい　　 2.いいえ

⑥
平日昼間

連絡先TEL

(            ) ⑦
勤務局所

TEL

(            ) ⑧
勤務
局所

郵便局
店

本社
支社

( 　　　　　   )

月 日(姓) (名)

⑤現住所

③組合員氏名
(フリガナ)

④生年月日
3.昭和

4.平成
年

※　認定取消の申告書類等は事実発生日の翌日から５日以内に共済組合に提出してください。
提出期限を過ぎている場合は、できるだけ速やかに提出してください。

被扶養者について以下のとおり申告します。
記入した事項について事実に相違ありません。また、認定後において、認定要件を欠いた場合には速やかに届出します。
なお、虚偽の申告又は届出を怠り給付金を受給した場合は、速やかに共済組合あて返還することを誓約します。

①申告年月日 令和　　　　　　　　　　年　　　　　　　　　　　月　　　　　　　　　　　日 ②組合員番号
(社員番号)

1.無職 2.パート・アルバイト ３.派遣

4.小・中・高・大学生（　　年生） ５.自営業

6.会社員 7.その他（ )

都 道

府 県

1.給与（賞与、交通費等含む） 2.年金（老齢・退職・遺族・障害）

3.企業年金・個人年金 4.事業収入・不動産収入

5.配当金（株式・投信等） 6.雇用保険（失業給付）

7.傷病手当金／育児休業手当金 8.その他（ ）

印

印

1.就職 2.他の社会保険に加入 3.雇用保険受給開始

4.収入増加 5.離婚 6.結婚 7.扶養替

8.死亡 9.別居 10.自立 11.後期高齢者医療制度に加入

12.その他（ ）

バー 」をまだ提出していない場合に、この様式を
記入（消せるボールペンは使用不可）して提出してください。様式に添付する確認資料等については、裏面をご覧ください。

1.無職 2.パート・アルバイト ３.派遣

4.小・中・高・大学生（　　年生） ５.自営業

6.会社員 7.その他（ )

1.給与（賞与、交通費等含む） 2.年金（老齢・退職・遺族・障害）

3.企業年金・個人年金 4.事業収入・不動産収入

5.配当金（株式・投信等） 6.雇用保険（失業給付）

7.傷病手当金／育児休業手当金 8.その他（ ）

1.就職 2.他の社会保険に加入 3.雇用保険受給開始

4.収入増加 5.離婚 6.結婚 7.扶養替

8.死亡 9.別居 10.自立 11.後期高齢者医療制度に加入

12.その他（ ）

有　　　・　　　無　　　・　　　亡失

令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

有　　　・　　　無　　　・　　　亡失

令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

有　　　・　　　無　　　・　　　亡失

令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

（日本郵政共済組合）

 

組合員番号(=社員番号8桁) 署名（組合員氏名）

バー）
共済組合
使用欄

申告日

令和　　　　年　　　　月　　　　日

（フリガナ）

※　被扶養者が3名以上の場合は、この様式をコピーして使用してください。

（お持ちのマイナンバーカードの裏面又は住民票に記載の12桁） （お持ちのマイナンバーカードの裏面又は住民票に記載の12桁）

2024.5 改正　＜被扶養者担当＞

□　海外在住のためマイナンバーが付与されていません。
□　海外在住又は死亡のためマイナンバーが失効しています。

□　海外在住のためマイナンバーが付与されていません。
□　海外在住又は死亡のためマイナンバーが失効しています。

　　　　　　　　　

　　　　　　　　
　　　　　　　　　（　　　　年　　　　月　　　　日頃）

　　　　　　　　　

　　　　　　　　
　　　　　　　　　（　　　　年　　　　月　　　　日頃）

受

付

印

認
定
取
消
を
す
る
者

（フリガナ） （フリガナ）

被扶養者の個人番号の届け出にあたり、以下5項目に同意します。
１ 記入した被扶養者の氏名及びマイナンバー（個人番号）について相違ありません。

３ マイナンバーによる地方税情報の照会に同意します。
４ マイナンバーカード（写）やマイナンバー通知書（写）など添付不要な書類を送付した場合、特定個人情報の適切な
管理の観点から、共済組合にて廃棄されることを承知します。

５ 誤って下記「送付先」以外の住所に本申告書を送付した場合、廃棄され、再度提出することを承知します。

同 意 事 項

記入がない場合、不備といたしますので必ずご記入ください。

【送付先】
〒330-9793 埼玉県さいたま市中央区新都心３－１ 日本郵政共済組合 共済センター 被扶養者担当あて
※送付先注意

◆ご注意ください ◆
2023年9月29日より、国家公務員共済組合法施行規則の一部改正に伴い、被扶養者の認定取消申告にはマイナンバー（個人番号）
の届出が必須となりました。
被扶養者の認定取消申告の際には、本書類を必ずご提出ください。

ど
ち
ら
か
必
ず

チ
ェ
ッ
ク

ど
ち
ら
か
必
ず

チ
ェ
ッ
ク

海外在住で、住民票を日本国内においていないことから、マイナンバー
が付番されていない、海外在住又は死亡のため失効している方は、マイナ
ンバー記載欄は空欄とし、下記の当てはまる方にチェックをしてください。

◆書類記入時の注意事項◆
(注1) 消せるボールペンは使用しないでください。
(注2) 二重線抹消や修正テープ等による訂正、記入漏れは不備となり、再度【取消

します。

海外在住で、住民票を日本国内においていないことから、マイナンバー
が付番されていない、海外在住又は死亡のため失効している方は、マイナ
ンバー記載欄は空欄とし、下記の当てはまる方にチェックしてください。

送付先注意

送付について

差し替え

自営業収入、株、不動産収入等があった
方の収入金額を確認します。
[収支内訳書]、[青色申告書]を含む全て
の資料をご提出ください。
※共済組合で経費とするものについて、「日

本郵政共済組合被扶養者認定基準」の一部
を改定していますが、改定前の認定基準に
基づいて調査します(詳しくはてびき4
ページ参照)。

組合員と2024年中は同居していた、
あるいは一部期間のみ別居していた
場合に提出が必要です。
・3か月以内に取得されたもの
・続柄の記載があるもの
・マイナンバー・本籍が省略された

もの
・世帯全員の記載があるもの

取得先： 同封
お手元

別居している調査対象者の生計を組合員が維持しているか確認します。
組合員と2024年中に別居していた期間がある場合、［送金状況確認書_様
式2］に調査対象者への送金について記入し、送金が確認できる資料※と併せ
てご提出ください。
※①送金者　②送金先　③送金日　④送金額 が確認できる資料通帳(写)、利用明細票

(写) 、通帳レス等の場合はスクリーンショットを印刷したもの　等

差し替え

※通帳（写）は、送金者と金額を確認します
ので、表紙と金額面ともにコピーして
ください。

3

資格確認_様式1

組合員番号、氏名、証明対象の被扶養者氏名等を記入し、被扶養者の勤務先へ証明をご依頼ください。

証明対象者について上記のとおり証明します。

:
:
:
: （ ）

※この証明書は、日本郵政共済組合の被扶養者要件を確認するための証明資料として使用します。

※「年収の壁・支援強化パッケージ（130万円の壁）」及び「新型コロナウイルスワクチン接種業務に従事する医療職の
　収入」の証明が必要な場合は、本書と併せて別途、専用の申立書への記入をお願いします。

　なお、記入が無い箇所等があった場合は、「給与等証明書」を返却させていただき、再度証明を依頼することがありま
すので、記入漏れが無いようご注意ください。

　証明対象者について、ご記入をお願いします。

組合員との
続 柄

2024年　給 与 等 証 明 書

　　　　年　　　月　　　日生

組合員番号

被扶養者 氏名
(証明対象者)

組合員氏名

生 年 月 日

(2024年1月～2024年12月) (2024年1月1日以降変更があったときのみ記入)

給　　　　与 □時給　 □日額　 □月給 円 □時給　 □日額　 □月給 円 

採用年月日 年　　　　月　　　　日 退職年月日 年　　　　月　　　　日 

雇
用
条
件
に
関
す
る
事
項

雇用条件変更日（2024年1月1日以降変更があった場合のみ記入） 年　　　　月　　　　日 

2024年中の雇用条件 変更前雇用条件

時間/日

□変動あり 時間/日～ 時間/日 □変動あり 時間/日～ 時間/日 

通 　 勤 　 費 □日額 　□月額　 □ 無 円 □日額 　□月額　 □ 無 円 

所定労働時間
□変動なし 時間/日 □変動なし

□変動あり 　日/月～ 日/月 □変動あり 　日/月～ 日/月 
所定労働日数

□変動なし 　日/月 □変動なし 　日/月

健康保険適用
□有 (郵政共済以外の他の健保)　　　　□無 □有 (郵政共済以外の他の健保)　　　　□無

  (資格取得　　  　     　　年　　　 　月　 　　　日)   (資格取得　　  　     　　年　　　 　月　 　　　日)

給 与 支 給 日 日 給与計算締切日︓毎月　　　　　日 日 給与計算締切日︓毎月　　　　　日 

特  記  事  項

給
与
支
払
実
績
に
関
す
る
事
項

支払年月日 総支給額 支払年月日

2024 年 2 月 日 円 

日

総支給額

給　　与

2024 年 1 月 日 円 2024 年

2024 年 8 月 日 円 

7 月 日 円 

2024 年 9 月 円 2024 年 3 月 日 円 

2024 年 10 月 日 円 2024 年 4 月 日 円 

2024 年 11 月 日 円 2024 年 5 月 日 円 

2024 年 12 月 日 円 2024 年 6 月 日 円 

2024 年 月 日2024 年 月 日

年 　　　月 　　　日

所 在 地 
事業所名 
事業主名 
電話番号 

月 日 円 

特 記 事 項 合 計 円 

賞　与　等
円 

2024 年 月 日 円 2024 年

円 

印

勤務先記入欄

2025/07/04 13:28:12

□はい
　(  　 　   年　　    月　　    日) へ

□いいえ

□はい
□いいえ

A ◌ 令和7年度所得証明書（写）

□収入あり

□収入なし

□範囲内

□いいえ(超えている)

□はい 　 単身赴任　 　介護・障害者施設等　 　長期入院
□いいえ

□はい （現在も同居）◌ 住民票(写)※世帯全員
（現在は別居）◌ 住民票(写)※組合員・被扶養者分

□いいえ

□全期間 ◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 住民票（写） ※世帯全員分

続　柄 性　別

フ リ ガ ナ 生 年 月 日
被 扶 養 者

氏　名
扶養手当受給

2024年中は全ての期間において組合員と被扶養者は同居していま
したか?該当資料に○をつけ、その資料をご提出ください。

収入の種類 資料番号

2024年中の合計収入額は、　　　　　の別表2を参照し、別表3
<収入要件>の範囲でしたか？

□はい

収入の種類

□ C 事業・資産収入
□ D 公的年金

資料番号

□ G その他

□ B 給与収入 省略 / 1
□ F 雇用保険等
□ E その他年金

共
済
組
合

使
用
欄

該当する別居期間に    チェックを入れてください。

組合員と被扶養者分それぞれ必要です(住民票
の除票可)。

□一部期間

□年収の壁・支援強化パッケージ(130万円の壁)を
　 適用できる

事
前
確
認

被
扶
養
者
の
収
入

被
扶
養
者
の
居
住

1

提出必須

手続ガイド

1 2 3

5

3 / 4 8 / 9
6 / 72

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ

この「調書」と　をつけた確認資料を返信用封筒に封入の上、送付くだ
さい。

へ

へ

へ

扶養状況に変更があり、認定取消の手続中ですか？
又は、「調書」2ページの「取消要件」に該当しましたか？

【取消用】被扶養者等申告書(1/2及び2/2)送付(予定)日

被扶養者は2002年4月2日以降の生まれで、かつ、2024年中は学生
でしたか？該当資料に○をつけ、ご提出ください。

◌ 在学証明書（写）または 卒業証書（写） 

収入の有無及び種類を確認するため、「A ◌ 所得証明書（写）」は
提出必須資料です。　  をつけ、ご提出ください。

被扶養者は2024年中、収入がありましたか？＜ありの場合＞該当
の「収入の種類」に　チェックを入れ、　　　　　の別表１を参照
し、該当する資料番号に　をつけ、その資料をご提出ください。

手続ガイド    

□コロナワクチン接種に係る収入がある(2024年3月まで)

2024年中は、　　　　　 の別表4<送金を要さない特例>に該当
しますか？別表4「資料番号」のとおり　 をつけ、その資料をご提出
ください。

手続ガイド

この「調書」を返信用封筒で送付の上、認定取消の手続きをしてください
(てびき3ページ参照)。
※認定取消の手続きは返信用封筒を使用できません。

（除票可）

2

2

3
3

4

4

5

5

6

6

6

7

7

8

8

8

8

8

9

9

9
□はい

　(  　 　   年　　    月　　    日) へ
□いいえ

□はい
□いいえ

A ◌ 令和7年度所得証明書（写）

□収入あり

□収入なし

□範囲内

□いいえ(超えている)

□はい 　 単身赴任　 　介護・障害者施設等　 　長期入院
□いいえ

□はい （現在も同居）◌ 住民票(写)※世帯全員
（現在は別居）◌ 住民票(写)※組合員・被扶養者分

□いいえ

□全期間 ◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 住民票（写） ※世帯全員分

続　柄 性　別

フ リ ガ ナ 生 年 月 日
被 扶 養 者

氏　名
扶養手当受給

2024年中は全ての期間において組合員と被扶養者は同居していま
したか?該当資料に○をつけ、その資料をご提出ください。

収入の種類 資料番号

2024年中の合計収入額は、　　　　　の別表2を参照し、別表3
<収入要件>の範囲でしたか？

□はい

収入の種類

□ C 事業・資産収入
□ D 公的年金

資料番号

□ G その他

□ B 給与収入 省略 / 1
□ F 雇用保険等
□ E その他年金

共
済
組
合

使
用
欄

該当する別居期間に    チェックを入れてください。

組合員と被扶養者分それぞれ必要です(住民票
の除票可)。

□一部期間

□年収の壁・支援強化パッケージ(130万円の壁)を
　 適用できる

事
前
確
認

被
扶
養
者
の
収
入

被
扶
養
者
の
居
住

1

提出必須

手続ガイド

1 2 3

5

3 / 4 8 / 9
6 / 72

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ

この「調書」と　をつけた確認資料を返信用封筒に封入の上、送付くだ
さい。

へ

へ

へ

扶養状況に変更があり、認定取消の手続中ですか？
又は、「調書」2ページの「取消要件」に該当しましたか？

【取消用】被扶養者等申告書(1/2及び2/2)送付(予定)日

被扶養者は2002年4月2日以降の生まれで、かつ、2024年中は学生
でしたか？該当資料に○をつけ、ご提出ください。

◌ 在学証明書（写）または 卒業証書（写） 

収入の有無及び種類を確認するため、「A ◌ 所得証明書（写）」は
提出必須資料です。　  をつけ、ご提出ください。

被扶養者は2024年中、収入がありましたか？＜ありの場合＞該当
の「収入の種類」に　チェックを入れ、　　　　　の別表１を参照
し、該当する資料番号に　をつけ、その資料をご提出ください。

手続ガイド    

□コロナワクチン接種に係る収入がある(2024年3月まで)

2024年中は、　　　　　 の別表4<送金を要さない特例>に該当
しますか？別表4「資料番号」のとおり　 をつけ、その資料をご提出
ください。

手続ガイド

この「調書」を返信用封筒で送付の上、認定取消の手続きをしてください
(てびき3ページ参照)。
※認定取消の手続きは返信用封筒を使用できません。

（除票可）

2

2

3
3

4

4

5

5

6

6

6

7

7

8

8

8

8

8

9

9

9
□はい

　(  　 　   年　　    月　　    日) へ
□いいえ

□はい
□いいえ

A ◌ 令和7年度所得証明書（写）

□収入あり

□収入なし

□範囲内

□いいえ(超えている)

□はい 　 単身赴任　 　介護・障害者施設等　 　長期入院
□いいえ

□はい （現在も同居）◌ 住民票(写)※世帯全員
（現在は別居）◌ 住民票(写)※組合員・被扶養者分

□いいえ

□全期間 ◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 住民票（写） ※世帯全員分

続　柄 性　別

フ リ ガ ナ 生 年 月 日
被 扶 養 者

氏　名
扶養手当受給

2024年中は全ての期間において組合員と被扶養者は同居していま
したか?該当資料に○をつけ、その資料をご提出ください。

収入の種類 資料番号

2024年中の合計収入額は、　　　　　の別表2を参照し、別表3
<収入要件>の範囲でしたか？

□はい

収入の種類

□ C 事業・資産収入
□ D 公的年金

資料番号

□ G その他

□ B 給与収入 省略 / 1
□ F 雇用保険等
□ E その他年金

共
済
組
合

使
用
欄

該当する別居期間に    チェックを入れてください。

組合員と被扶養者分それぞれ必要です(住民票
の除票可)。

□一部期間

□年収の壁・支援強化パッケージ(130万円の壁)を
　 適用できる

事
前
確
認

被
扶
養
者
の
収
入

被
扶
養
者
の
居
住

1

提出必須

手続ガイド

1 2 3

5

3 / 4 8 / 9
6 / 72

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ

この「調書」と　をつけた確認資料を返信用封筒に封入の上、送付くだ
さい。

へ

へ

へ

扶養状況に変更があり、認定取消の手続中ですか？
又は、「調書」2ページの「取消要件」に該当しましたか？

【取消用】被扶養者等申告書(1/2及び2/2)送付(予定)日

被扶養者は2002年4月2日以降の生まれで、かつ、2024年中は学生
でしたか？該当資料に○をつけ、ご提出ください。

◌ 在学証明書（写）または 卒業証書（写） 

収入の有無及び種類を確認するため、「A ◌ 所得証明書（写）」は
提出必須資料です。　  をつけ、ご提出ください。

被扶養者は2024年中、収入がありましたか？＜ありの場合＞該当
の「収入の種類」に　チェックを入れ、　　　　　の別表１を参照
し、該当する資料番号に　をつけ、その資料をご提出ください。

手続ガイド    

□コロナワクチン接種に係る収入がある(2024年3月まで)

2024年中は、　　　　　 の別表4<送金を要さない特例>に該当
しますか？別表4「資料番号」のとおり　 をつけ、その資料をご提出
ください。

手続ガイド

この「調書」を返信用封筒で送付の上、認定取消の手続きをしてください
(てびき3ページ参照)。
※認定取消の手続きは返信用封筒を使用できません。

（除票可）

2

2

3
3

4

4

5

5

6

6

6

7

7

8

8

8

8

8

9

9

9
□はい

　(  　 　   年　　    月　　    日) へ
□いいえ

□はい
□いいえ

A ◌ 令和7年度所得証明書（写）

□収入あり

□収入なし

□範囲内

□いいえ(超えている)

□はい 　 単身赴任　 　介護・障害者施設等　 　長期入院
□いいえ

□はい （現在も同居）◌ 住民票(写)※世帯全員
（現在は別居）◌ 住民票(写)※組合員・被扶養者分

□いいえ

□全期間 ◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 住民票（写） ※世帯全員分

続　柄 性　別

フ リ ガ ナ 生 年 月 日
被 扶 養 者

氏　名
扶養手当受給

2024年中は全ての期間において組合員と被扶養者は同居していま
したか?該当資料に○をつけ、その資料をご提出ください。

収入の種類 資料番号

2024年中の合計収入額は、　　　　　の別表2を参照し、別表3
<収入要件>の範囲でしたか？

□はい

収入の種類

□ C 事業・資産収入
□ D 公的年金

資料番号

□ G その他

□ B 給与収入 省略 / 1
□ F 雇用保険等
□ E その他年金

共
済
組
合

使
用
欄

該当する別居期間に    チェックを入れてください。

組合員と被扶養者分それぞれ必要です(住民票
の除票可)。

□一部期間

□年収の壁・支援強化パッケージ(130万円の壁)を
　 適用できる

事
前
確
認

被
扶
養
者
の
収
入

被
扶
養
者
の
居
住

1

提出必須

手続ガイド

1 2 3

5

3 / 4 8 / 9
6 / 72

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ

この「調書」と　をつけた確認資料を返信用封筒に封入の上、送付くだ
さい。

へ

へ

へ

扶養状況に変更があり、認定取消の手続中ですか？
又は、「調書」2ページの「取消要件」に該当しましたか？

【取消用】被扶養者等申告書(1/2及び2/2)送付(予定)日

被扶養者は2002年4月2日以降の生まれで、かつ、2024年中は学生
でしたか？該当資料に○をつけ、ご提出ください。

◌ 在学証明書（写）または 卒業証書（写） 

収入の有無及び種類を確認するため、「A ◌ 所得証明書（写）」は
提出必須資料です。　  をつけ、ご提出ください。

被扶養者は2024年中、収入がありましたか？＜ありの場合＞該当
の「収入の種類」に　チェックを入れ、　　　　　の別表１を参照
し、該当する資料番号に　をつけ、その資料をご提出ください。

手続ガイド    

□コロナワクチン接種に係る収入がある(2024年3月まで)

2024年中は、　　　　　 の別表4<送金を要さない特例>に該当
しますか？別表4「資料番号」のとおり　 をつけ、その資料をご提出
ください。

手続ガイド

この「調書」を返信用封筒で送付の上、認定取消の手続きをしてください
(てびき3ページ参照)。
※認定取消の手続きは返信用封筒を使用できません。

（除票可）
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2

3
3

4

4

5

5

6
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［組合員情報］

※調査をするうえでご連絡する場合がありますので必ず連絡先をご記入ください。

　年　　 　　月　　　　日　（署名）

［被扶養者一覧］2025年9月1日現在認定されている方

  　取消要件に一つでも該当した場合は、認定取消の手続きが必要です。「調書」3、4ページの設問　 の「□はい」に✓チェックしてください。

　●主な取消理由 　以下の取消理由以外については、共済組合ホームページをご参照ください。

勤務先

組合員氏名 昼間連絡先TEL

組合員番号 性別 生年
月日

（勤務先・携帯・自宅）

被扶養者氏名
確認資料提出省略の理由 共済組合

使用欄取消
手続中※

扶養手当
受給

通信欄

取　消　要　件

署名がない場合、不備といたしますので必ずご記入ください。

共済組合ホームページ

セルフチェック！

2025年
認定

18歳
未満

同意事項

本書は、開いてA3用紙の大きさにして見てください。

<印字内容の訂正例>

例年記入漏れが多いので、ご注意ください。

その場合は、「調書」2ページ下部の「通信欄」へ①代筆される理由 ②代筆者氏名 をご記入ください。

①

 の方は、被扶養者の認定取消手続き、被扶養者証（保険証）及び有効期限内の資格確認書等の返納を行ってください（詳しくはてびき3ページ参照）。

共 済 組 合 員 調 書

➣　「日本郵政共済組合被扶養者認定基準」は当共済組合のホームページに掲載しています。

調書の記入と印字内容について

手続ガイド

共済組合ホームページで
解説しています。

2025年度  被扶養者資格確認

提出期限 2025年10月31日（金）

STEP１  ［組合員情報］ の「勤務先」と「昼間連絡先TEL」を記入及び「同意事項」へ署名 → 右側　2ページ上部

STEP２  ［被扶養者一覧］ の確認 → 右側　2ページ中段

「 書」裏面3、4ページの各設問に回答し、該当する確認資料を用意調   STEP３

「調書」及び確認資料の提出  STEP４

→ 裏面　3、4ページ

資格確認が完了しなかった場合（書類未提出や不備未解消）

続　柄 性　別

フ リ ガ ナ 生 年 月 日
被 扶 養 者

氏　名
扶養手当受給

キョウサイ　ヨシコ リョウコ
共済　良子

妻 女 無

1990年1月1日

朱書きで訂正

日本郵政共済組合では、被扶養者が認定要件を欠いていないかを確認するため、毎年「被扶養者資格確認」を実施しています。
対象期間：2024年１月１日～12月31日
提出書類：①共済組合調書（本書。以下、「調書」という。）及び②確認資料（必要書類を添付）
注 意 点：2025年３月１日付で「日本郵政共済組合被扶養者認定基準」が一部改定されましたが、対象期間と整合する改定前の基準に

より確認します。

・黒又は青のボールペンでご記入ください（消せるボールペンは使用不可）。
・記入誤りを訂正する場合は、二重線で抹消後、ご署名ください(訂正印でも可)。
・「調書」に印字された内容（組合員や被扶養者の情報）に変更又は訂正がある場合は、朱書きで訂正ください。

なお、勤務する会社等へ別途変更(訂正)の届出が必要となります（詳しくは　　　　　 2ページ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  参照）。「調書」の印字内容に変更又は訂正があるとき

組合員本人が身体上の理由等で、署名できない場合は、代理人の方が代筆されてもかまいません。

① 「資料の提出が必要な方」欄に〇がついている被扶養者

② 「確認資料提出省略の理由」に●がついている被扶養者
※ 〇がついている被扶養者が5名以上の場合は「調書」が2枚発行されます。「調書」3、4ページに氏名等が印字されています。

「取消要件」の確認のみとし、資格確認の資料の提出を省略します。

印字されているすべての被扶養者の方について、一覧直下の「取消要件」に該当していないかご確認ください。

同封の　　　　　  を参照しながら各設問順に回答を進め、確認資料をご用意ください。

　②     を入れた回答横の矢印　　  の先等にある[◌資料名]が提出が必要な確認資料です。

　① 印字されている被扶養者の、調査対象期間(2024年1月1日～12月31日)の状況について、設問　  から、　 はい・　 いいえ 等で回答し、回答横の番
号に従って下方の　 あるいは　 まで進みます。 

手続ガイド

2ページの「同意事項」への署名、「調書」３、4ページの各設問への記入漏れがないことを確認し、用意した確認資料とともに同封の返信用封筒でご送付
ください。

・被扶養者証（保険証）及び有効期限内の資格確認書は無効となります。
・「日本郵政共済組合被扶養者認定基準」第18条・第19条に基づき、職権で被扶養者認定を取り消すことがあります。

2024年中の扶養の状況について、本調書のとおり申告し、以下の点について同意します。
①　申告内容が事実と相違する場合は、被扶養者の認定が遡って取消となり、取消日以降に発生した医療費等を直ちに返還すること
②　資格確認事務の遂行のため、当組合が以下の事務を行う場合があること
　　・雇用されている会社等への情報提供
　　・医療保険者等向け中間サーバーを通じた特定個人情報の取得と、提出された調書及び確認資料との照合

※取消手続中…認定取消の申告を受け付けていましたが、2025年9月1日現在手続きが完了していませんので、速やかに案内されている確認資料を
共済センターへ提出し、手続きを完了させてください。

・収入超過 収入が増えて年収が基準額（130万円又は180万円）以上になった
・収入1/2超過 被扶養者の年収が、組合員の年収の1/2以上になった 
・別居(送金) 別居した、又は別居している被扶養者に、被扶養者の収入より多い額の送金をしていない
・他の社会保険加入 就職や扶養替等で、既に他の社会保険に加入した、又は加入している
・雇用保険等 日額3,612円以上（傷病手当金については月額108,334円以上も条件）の雇用保険等を受給し始めた
・共同扶養 共同扶養者（被扶養者を一緒に扶養する義務がある人）の年収が組合員の年収を上回っていた
・国内居住要件 日本国内に住民登録がない（国内居住要件非該当） 

資料の提出が
必要な方

　※年収の壁・支援強化パッケージ（130万円の壁）を除く

※認定取消の手続きは返信用封筒を使用できませんのでご注意ください。

2ページ1ページ

2025/08/18 09:22:57

3

［被扶養者一覧］ 2024年9月1日現在認定されている方

　取消要件に一つでも該当した場合は、調書3、4ページの設問  の「□はい」に✓チェックしてください。

　●主な取消理由 　以下の取消理由以外については、共済組合員ホームページを参照してください。

被扶養者氏名
資料の
提出が

必要な方

確認資料提出省略の理由 取消要件
確認済み

共済組合
使用欄取消

手続中※
扶養手当

受給

通信欄

取消要件のセルフチェック

共済組合ホームページ

　

※取消手続中…認定取消の申告を受け付けていましたが、2024年9月1日現在手続きが完了していませんので、速やかに案内されている資料を共済センター
　　　　　　　へ提出し、手続きを完了させてください。

　・収入超過 ・・・ 収入が増えて年収が基準額（130万円又は180万円）以上になった　※年収の壁・支援強化パッケージ（130万円の壁）を除く
　・収入1/2超過 ・・・ 被扶養者の年収が、組合員の年収の1/2以上になった
　・別居（送金） ・・・ 被扶養者と別居した、又は別居している被扶養者に収入以上の送金をしていない
　・他保険加入 ・・・ 他の保険に加入した、又は加入している
　・雇用保険等 ・・・ 日額3,612円以上（傷病手当金については月額108,334円以上も条件）の雇用保険等を受給し始めた
　・共同扶養 ・・・ 共同扶養者（被扶養者を一緒に扶養する義務がある人）の年収が組合員の年収を上回っていた
　・国内居住要件 ・・・ 日本国内に住民登録がない（国内居住要件非該当）

〇〇郵便局

共済　太郎

共済　太郎

2025  10  12

000-0000-0000

00000000 0000.00.00男

✔

✔
✔
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2ページ

□はい 取【 消用】被扶養者等申告書送付(予定)日
　(  　 　   年　　    月　　    日) へ

□いいえ

□はい 　◌ 在学証明書（写） ※学生証不可
□いいえ

A ◌ 所得証明書（写）

□収入あり

□収入なし

□範囲内

□新型コロナワクチン接種業務に係る収入がある
□いいえ(超えている)

□はい 　 単身赴任　 　介護・障害者施設等　 　長期入院
□いいえ

□はい ◌ 住民票（写） ※世帯全員分

□いいえ

□全期間 ◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 住民票（写） ※世帯全員分

続　柄 性　別

収入の有無及び種類を確認するため、 「A ◌ 所得証明書（写）」は提出
必須資料です。    をつけ、提出してください。

扶養状況に変更があり、認定取消の手続中ですか？
又は、共済組合員調書P2の「取消要件」に該当しましたか？

被扶養者は2001年4月2日以降の生まれで、かつ、2023年中は学生
でしたか？

フ リ ガ ナ 生 年 月 日
被 扶 養 者

氏　名
扶養手当受給

2023年中は収入がありましたか？　ありの方は該当する「収入の種
類」に    チェックを入れ、              の別表1<収入に関する確認資

    に」号番料資「、し照参を>料 をつけ、その資料を提出してください。

2023年中組合員と被扶養者は同居していましたか?

現在は別居されている場合、組合員と被扶養者分それぞれ必要です
(住民票の除票可)。

収入の種類 資料番号

2023年中の合計収入額は、　　　　　の別表3<収入要件>の範囲
でしたか？

□はい

収入の種類

□ C 事業・資産収入
□ D 公的年金

資料番号

□ G その他

□ B 給与収入 不要　1
□ F 雇用保険
□ E その他年金

共
済
組
合

使
用
欄

該当する別居期間に    チェックを入れてください。

組合員と被扶養者分それぞれ必要です(住民票
の除票可)。

調書の記入は完了です。この調書と　 をつけた確認資料を同封の返信用
封筒で返送してください。
認定取消の手続きが必要です（詳しくはてびき3ページ参照）。
すでに送付済みの方は送付日を設問 に記入してください。
また、この「調書」は同封の返信用封筒で返送してください。

□一部期間

□年収の壁・支援強化パッケージ(130万円の壁)を
　 適用できる

事
前
確
認

被
扶
養
者
の
収
入

被
扶
養
者
の
居
住

1

8

9

6

7

4

必須

2

3

5

手続ガイド

手続ガイド

手続ガイド2023年中は、　　　　　の別表4<送金を要さない特例>に該当
しますか？　別表4「資料番号」のとおり　 をつけ、その資料を提出
してください。

1 2 3

5

43 98
762

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ
へ

へ

へ

□はい 取【 消用】被扶養者等申告書送付(予定)日
　(  　 　   年　　    月　　    日) へ

□いいえ

□はい 　◌ 在学証明書（写） ※学生証不可
□いいえ

A ◌ 所得証明書（写）

□収入あり

□収入なし

□範囲内

□新型コロナワクチン接種業務に係る収入がある
□いいえ(超えている)

□はい 　 単身赴任　 　介護・障害者施設等　 　長期入院
□いいえ

□はい ◌ 住民票（写） ※世帯全員分

□いいえ

□全期間 ◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 住民票（写） ※世帯全員分

続　柄 性　別

収入の有無及び種類を確認するため、 「A ◌ 所得証明書（写）」は提出
必須資料です。    をつけ、提出してください。

扶養状況に変更があり、認定取消の手続中ですか？
又は、共済組合員調書P2の「取消要件」に該当しましたか？

被扶養者は2001年4月2日以降の生まれで、かつ、2023年中は学生
でしたか？

フ リ ガ ナ 生 年 月 日
被 扶 養 者

氏　名
扶養手当受給

2023年中は収入がありましたか？　ありの方は該当する「収入の種
類」に    チェックを入れ、              の別表1<収入に関する確認資

    に」号番料資「、し照参を>料 をつけ、その資料を提出してください。

2023年中組合員と被扶養者は同居していましたか?

現在は別居されている場合、組合員と被扶養者分それぞれ必要です
(住民票の除票可)。

収入の種類 資料番号

2023年中の合計収入額は、　　　　　の別表3<収入要件>の範囲
でしたか？

□はい

収入の種類

□ C 事業・資産収入
□ D 公的年金

資料番号

□ G その他

□ B 給与収入 不要　1
□ F 雇用保険
□ E その他年金

共
済
組
合

使
用
欄

該当する別居期間に    チェックを入れてください。

組合員と被扶養者分それぞれ必要です(住民票
の除票可)。

調書の記入は完了です。この調書と　 をつけた確認資料を同封の返信用
封筒で返送してください。
認定取消の手続きが必要です（詳しくはてびき3ページ参照）。
すでに送付済みの方は送付日を設問 に記入してください。
また、この「調書」は同封の返信用封筒で返送してください。

□一部期間

□年収の壁・支援強化パッケージ(130万円の壁)を
　 適用できる

事
前
確
認

被
扶
養
者
の
収
入

被
扶
養
者
の
居
住

1

8

9

6

7

4

必須

2

3

5

手続ガイド

手続ガイド

手続ガイド2023年中は、　　　　　の別表4<送金を要さない特例>に該当
しますか？　別表4「資料番号」のとおり　 をつけ、その資料を提出
してください。

1 2 3

5

43 98
762

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ
へ

へ

へ

［組合員情報］

※調査をするうえでご連絡する場合がありますので必ず連絡先をご記入ください。

　年　　 　　月　　　　日　（署名）

［被扶養者一覧］ 2024年9月1日現在認定されている方

　取消要件に一つでも該当した場合は、調書3、4ページの設問  の「□はい」に✓チェックしてください。

　●主な取消理由 　以下の取消理由以外については、共済組合員ホームページを参照してください。

勤務先

組合員氏名 昼間連絡先TEL

組合員番号 性別 生年
月日

（勤務先・携帯・自宅）

被扶養者氏名
資料の
提出が

必要な方

確認資料提出省略の理由 取消要件
確認済み

共済組合
使用欄取消

手続中※
扶養手当

受給

通信欄

取消要件のセルフチェック

署名がない場合、不備といたしますので必ずご記入ください。

共済組合ホームページ

ことに同意し、取消日以降の給付金等について直ちに返還します。
　また、資格確認事務の遂行を目的として、資格確認の状況について、雇用されている会社等（国家公務員共済組合法に定めのある会社等に限る。）へ
提供する場合があること、及び医療保険者等向け中間サーバーを介して日本郵政共済組合が取得可能な特定個人情報を取得し、調書（確認資料を含む）
の内容と相違がないか確認する場合があることに同意します。

※取消手続中…認定取消の申告を受け付けていましたが、2024年9月1日現在手続きが完了していませんので、速やかに案内されている資料を共済センター
　　　　　　　へ提出し、手続きを完了させてください。

　・収入超過 ・・・ 収入が増えて年収が基準額（130万円又は180万円）以上になった　※年収の壁・支援強化パッケージ（130万円の壁）を除く
　・収入1/2超過 ・・・ 被扶養者の年収が、組合員の年収の1/2以上になった
　・別居（送金） ・・・ 被扶養者と別居した、又は別居している被扶養者に収入以上の送金をしていない
　・他保険加入 ・・・ 他の保険に加入した、又は加入している
　・雇用保険等 ・・・ 日額3,612円以上（傷病手当金については月額108,334円以上も条件）の雇用保険等を受給し始めた
　・共同扶養 ・・・ 共同扶養者（被扶養者を一緒に扶養する義務がある人）の年収が組合員の年収を上回っていた
　・国内居住要件 ・・・ 日本国内に住民登録がない（国内居住要件非該当）

セルフチェック！

2024年
認定

18歳
未満

同意事項

 手続ガイド

同封しているもの

共済組合員調書

主な確認資料

共済組合員調書1ページの案内のとおり、進めてください。

〇〇郵便局

共済　太郎

共済　太郎

2024 10 12

000-0000-0000

00000000 0000.00.00男

✔

✔
✔

（2）　　        を参照して  から各設問の該当するものに　チェックし、☑ がついた書類をご提出ください。

在学証明書 先学就 ： 先得取 場役村町区市 ： 先得取令和7年度所得証明書

元払支金年、元手お ： 先得取年金振込通知書

手続ガイド

2024年給与等証明書_様式1 封同 ： 先得取

次(下)の設問へ順に  あるいは  まで進みます。
(例の場合は  へ進みます。)

設問  でいいえに☑チェックが入る方は、  へ進みます。
A
    をして  へ進みます。

　　　　　に収入に関する確認資料を掲載しています。

3、4ページ

手続ガイド

53
54
48
-3
-2
35
31
1

資格確認_様式1

組合員番号、氏名、証明対象の被扶養者氏名等を記入し、被扶養者の勤務先へ証明を依頼してください。

証明対象者について上記のとおり証明します。

:
:
:
: （ ）

※この証明書は、日本郵政共済組合の被扶養者要件を確認するための証明資料として使用します。

※「年収の壁・支援強化パッケージ｣（130万円の壁）の証明及び､「新型コロナウイルスワクチン接種業務に従事する医
　療職の収入」の証明が必要な場合は、本書と併せて別途、専用の申立書への記入をお願いします。

　なお、記入が無い箇所等があった場合は、給与等証明書を返却させていただき、再度証明を依頼することがありますの
で、記入漏れが無いようご注意ください。

　証明対象者について、ご記入をお願いします。

組合員との
続 柄

2023年　給 与 等 証 明 書

　　　　年　　　月　　　日生

組合員番号

被扶養者 氏名
(証明対象者)

組合員氏名

生 年 月 日

(2023年1月～2023年12月) (2023年1月1日以降変更があったときのみ記入)

給　　　　与 □時給　 □日額　 □月給 円 □時給　 □日額　 □月給 円 

採用年月日 年　　　　月　　　　日 退職年月日 年　　　　月　　　　日 

雇
用
条
件
に
関
す
る
事
項

雇用条件変更日（2023年1月1日以降変更があった場合のみ記入） 年　　　　月　　　　日 

2023年中の雇用条件 変更前雇用条件

時間/日

□変動あり 時間/日～ 時間/日 □変動あり 時間/日～ 時間/日 

通 　 勤 　 費 □日額 　□月額　 □ 無 円 □日額 　□月額　 □ 無 円 

所定労働時間
□変動なし 時間/日 □変動なし

□変動あり 　日/月～ 日/月 □変動あり 　日/月～ 日/月 
所定労働日数

□変動なし 　日/月 □変動なし 　日/月

健康保険適用
□有 (郵政共済以外の他の健保)　　　　□無 □有 (郵政共済以外の他の健保)　　　　□無

  (資格取得　　  　     　　年　　　 　月　 　　　日)   (資格取得　　  　     　　年　　　 　月　 　　　日)

給 与 支 給 日 日 給与計算締切日 毎月　　　　　日 日 給与計算締切日 毎月　　　　　日 

特  記  事  項

給
与
支
払
実
績
に
関
す
る
事
項

支払年月日 総支給額 支払年月日

2023 年 2 月 日 円 

日

総支給額

給　　与

2023 年 1 月 日 円 2023 年

2023 年 8 月 日 円 

7 月 日 円 

2023 年 9 月 円 2023 年 3 月 日 円 

2023 年 10 月 日 円 2023 年 4 月 日 円 

2023 年 11 月 日 円 2023 年 5 月 日 円 

2023 年 12 月 日 円 2023 年 6 月 日 円 

2023 年 月 日2023 年 月 日

年 　　　月 　　　日

所 在 地 
事業所名 
事業主名 
電話番号 

月 日 円 

特 記 事 項 合 計 円 

賞　与　等
円 

2023 年 月 日 円 2023 年

円 

印

勤務先記入欄

2

（1/2）
（2/2）2025 

2024

（1）勤務先・昼間連絡先TELをご記入ください。「同意事項」への署名は必須です。

[所得証明書（写）]は必須書類です。

差し替え

差し替え 確認の上、該当する資料をご提出ください(例の場合は
[2024年給与等証明書_様式1])。

2024年中に認定された被扶養者は、認定日以降が調査対象です（8ページ 項番18参照）

2024年中に学生で、生年月日が
2002年4月2日以降であれば、
[在学証明書]（2025年に卒業さ
れている場合は[卒業証明書]
等）の提出で収入と生計維持の
確認資料を省略します。

2024年の収入の種類を確認し、提出し
ていただく資料を把握します（源泉徴収
票では代用できません）。
[在学証明書]等で収入確認を省略できる
被扶養者以外は全員必須資料です。
※無収入の方は収入が無いことを確認

します。

差し替え

2024年に給与収入があった方
に提出していただきます。勤務
先に記入をご依頼ください。

[給与等証明書]の提出を省略で
きる場合があります(詳しくは
てびき4ページ参照)。

遺族年金・障害年金を受給している場合
は、2024年6月に発行された通知書（写）
をご提出ください。

※その他個人年金等を受給されている
方は、2024年の年金支払額を確認で
きる資料をご提出ください。

全員提出！
共済組合員調書

※ご自身で
　ご用意ください。

封筒

被扶養者の要件を欠いていることが
判明次第、速やかに提出

〒330-9793  埼玉県さいたま市中央区新都心3-1
日本郵政共済組合共済センター 被扶養者担当 あて

◆【取消用】被扶養者等申告書(1/2)
◆【取消用】被扶養者等申告書(2/2)

確認資料 ◆被扶養者証(保険証)等
◆有効期限内の資格確認書

※同封しています。
返信用封筒

所得証明書、住民票 等
確認資料

2025年１０月３１日（金）
消印有効

〒163-8791  日本郵便株式会社 新宿郵便局 郵便私書箱第346号
日本郵政共済組合共済センター 被扶養者担当（資格確認）  あて

被扶養者の要件を欠いていることが判明した場合
　①［共済組合員調書］は、署名及び設問1へ回答（「はい」へチェック）の上、上記のとおりご返送ください。（確認資料は不要）
　②別便で【取消用】被扶養者等申告書を要件を欠いた日が確認できる資料とあわせて下記のとおりご送付ください。

記入済みの共済組合員調書と確認資料を同封の返信用封筒でご送付ください。

送付先

送付先

□はい 取【 消用】被扶養者等申告書送付(予定)日
　(  　 　   年　　    月　　    日) へ

□いいえ

□はい 　◌ 在学証明書（写） ※学生証不可
□いいえ

A ◌ 所得証明書（写）

□収入あり

□収入なし

□範囲内

□新型コロナワクチン接種業務に係る収入がある
□いいえ(超えている)

□はい 　 単身赴任　 　介護・障害者施設等　 　長期入院
□いいえ

□はい ◌ 住民票（写） ※世帯全員分

□いいえ

□全期間 ◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 住民票（写） ※世帯全員分

続　柄 性　別

収入の有無及び種類を確認するため、 「A ◌ 所得証明書（写）」は提出
必須資料です。    をつけ、提出してください。

扶養状況に変更があり、認定取消の手続中ですか？
又は、共済組合員調書P2の「取消要件」に該当しましたか？

被扶養者は2001年4月2日以降の生まれで、かつ、2023年中は学生
でしたか？

フ リ ガ ナ 生 年 月 日
被 扶 養 者

氏　名
扶養手当受給

2023年中は収入がありましたか？　ありの方は該当する「収入の種
類」に    チェックを入れ、              の別表1<収入に関する確認資

    に」号番料資「、し照参を>料 をつけ、その資料を提出してください。

2023年中組合員と被扶養者は同居していましたか?

現在は別居されている場合、組合員と被扶養者分それぞれ必要です
(住民票の除票可)。

収入の種類 資料番号

2023年中の合計収入額は、　　　　　の別表3<収入要件>の範囲
でしたか？

□はい

収入の種類

□ C 事業・資産収入
□ D 公的年金

資料番号

□ G その他

□ B 給与収入 不要　1
□ F 雇用保険
□ E その他年金

共
済
組
合

使
用
欄

該当する別居期間に    チェックを入れてください。

組合員と被扶養者分それぞれ必要です(住民票
の除票可)。

調書の記入は完了です。この調書と　 をつけた確認資料を同封の返信用
封筒で返送してください。
認定取消の手続きが必要です（詳しくはてびき3ページ参照）。
すでに送付済みの方は送付日を設問 に記入してください。
また、この「調書」は同封の返信用封筒で返送してください。

□一部期間

□年収の壁・支援強化パッケージ(130万円の壁)を
　 適用できる

事
前
確
認

被
扶
養
者
の
収
入

被
扶
養
者
の
居
住

1

8

9

6

7

4

必須

2

3

5

手続ガイド

手続ガイド

手続ガイド2023年中は、　　　　　の別表4<送金を要さない特例>に該当
しますか？　別表4「資料番号」のとおり　 をつけ、その資料を提出
してください。

1 2 3

5

43 98
762

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ
へ

へ

へ

□はい 取【 消用】被扶養者等申告書送付(予定)日
　(  　 　   年　　    月　　    日) へ

□いいえ

□はい 　◌ 在学証明書（写） ※学生証不可
□いいえ

A ◌ 所得証明書（写）

□収入あり

□収入なし

□範囲内

□新型コロナワクチン接種業務に係る収入がある
□いいえ(超えている)

□はい 　 単身赴任　 　介護・障害者施設等　 　長期入院
□いいえ

□はい ◌ 住民票（写） ※世帯全員分

□いいえ

□全期間 ◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 住民票（写） ※世帯全員分

続　柄 性　別

収入の有無及び種類を確認するため、 「A ◌ 所得証明書（写）」は提出
必須資料です。    をつけ、提出してください。

扶養状況に変更があり、認定取消の手続中ですか？
又は、共済組合員調書P2の「取消要件」に該当しましたか？

被扶養者は2001年4月2日以降の生まれで、かつ、2023年中は学生
でしたか？

フ リ ガ ナ 生 年 月 日
被 扶 養 者

氏　名
扶養手当受給

2023年中は収入がありましたか？　ありの方は該当する「収入の種
類」に    チェックを入れ、              の別表1<収入に関する確認資

    に」号番料資「、し照参を>料 をつけ、その資料を提出してください。

2023年中組合員と被扶養者は同居していましたか?

現在は別居されている場合、組合員と被扶養者分それぞれ必要です
(住民票の除票可)。

収入の種類 資料番号

2023年中の合計収入額は、　　　　　の別表3<収入要件>の範囲
でしたか？

□はい

収入の種類

□ C 事業・資産収入
□ D 公的年金

資料番号

□ G その他

□ B 給与収入 不要　1
□ F 雇用保険
□ E その他年金

共
済
組
合

使
用
欄

該当する別居期間に    チェックを入れてください。

組合員と被扶養者分それぞれ必要です(住民票
の除票可)。

調書の記入は完了です。この調書と　 をつけた確認資料を同封の返信用
封筒で返送してください。
認定取消の手続きが必要です（詳しくはてびき3ページ参照）。
すでに送付済みの方は送付日を設問 に記入してください。
また、この「調書」は同封の返信用封筒で返送してください。

□一部期間

□年収の壁・支援強化パッケージ(130万円の壁)を
　 適用できる

事
前
確
認

被
扶
養
者
の
収
入

被
扶
養
者
の
居
住

1

8

9

6

7

4

必須

2

3

5

手続ガイド

手続ガイド

手続ガイド2023年中は、　　　　　の別表4<送金を要さない特例>に該当
しますか？　別表4「資料番号」のとおり　 をつけ、その資料を提出
してください。

1 2 3

5

43 98
762

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ
へ

へ

へ

令和6年分確定申告書

送金状況確認書_様式2 及び
送金の証明書類

署務税、元手お ： 先得取 場役村町区市 ： 先得取住民票

　

資格確認_様式2

被扶養者と別居をしている場合、送金状況について各項目を漏れなく記入し、確認資料と併せて提出してください。

被
扶
養
者

2　別居期間　※引き続き別居の方は、終了日は未記入。

3　2023年中の口座間送金　口座間送金以外の方法で生活費を負担している方は、4へ進んでください。　　

特記事項があればご記入ください。

● 送金の証跡が確認できる資料を提出してください。 
  通帳（写）　利用明細票（写） 　送金額や振込人・受取人が記載された書面　等

 ・ 2023年中に同居・別居を開始した場合、裏面「居住状況を確認できる資料」を参照し、資料を提出してください。

  かる資料を提出してください（当共済組合に到着後、内容を確認したうえ

□　手渡しをしている
□　学費を負担している

□　送金しているが、振込人が組合員、受取人が被扶養者であることが確認できない
□　家賃や水道光熱費を負担している（組合員から直接引き落としている等）
□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

5　その他

□　生活費は渡していない、負担をしていない。
ください。

送 金 状 況 確 認 書　

4　口座間送金以外の方法で負担している（渡している）生活費
  次の6つのうち該当する項目に チェックを入れてください。併せて、年間の負担額を合計して記載し、その事実が分

□　組合員の給与口座の通帳（又はカード）を被扶養者に渡し、被扶養者が適宜出金している

 　年間負担額 円程度　

　次のうち該当する項目がある方は チェックし、必要事項を記入の上提出してください。

1　組合員及び別居している被扶養者の情報（2023年12月31日現在）

(住 所)

別居期間 ～

続　柄

「別居している被扶養者への送金条件」は裏面へ→

□　確認資料を提出できない方は、具体的な理由をご記入ください。

円

円

円 9月分

組合員番号 組合員氏名

月　分 月　分

氏　名
居 住 地

送金額

生年月日               年        月        日生

2月分 円 8月分
円　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日 円

1月分 円 7月分

円

円

円6月分 円 12月分

5月分 円 11月分

3月分

　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日

4月分 円 10月分

 ※ 通帳（写）を提出する場合、送金者が組合員であること及び送金先が被扶養者であることを確認できるよう、通帳の表
　  紙と金額面をコピーしてください。また、送金以外の部分はマスキングしてください。

送金日送金日 送金額

1～12月の送金額合計

　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日

（日本郵政共済組合）

【送付先】〒330-9793　埼玉県さいたま市中央区新都心3-1　　日本郵政共済組合 共済センター　被扶養者担当　あて

〒 －

〒 － 〒 －

2024.5 改正 ＜被扶養者担当＞

印 システム入力

取消審査 １審□ 印 ２審□ 印 取消審査

⑩被扶養者の
マイナンバー 別添、被扶養者等申告書（マイナンバー）のとおり 別添、被扶養者等申告書（マイナンバー）のとおり

以下は共済組合で使用しますので、記入しないでください。
受付印 取消年月日 平成　・　令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日 取消年月日 平成　・　令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

被扶養者証回収の
有無 印 被扶養者証回収の

有無 印

１審□ 印 ２審□

システム入力 令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

有　　　・　　　無　　　・　　　亡失

令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

有　　　・　　　無　　　・　　　亡失

令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

⑧1年の収入額
（年収）

「⑦被扶養者の要件を欠いた理由」が「4.収入増加」に該当する場合にのみ、ご記入ください。
所得金額ではなく、税控除前の金額を記入してください。課税非課税問わず全ての収入を記入してください。

円 円
⑨被扶養者の要件を

欠いた年月日
4.平成
５.令和 　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日 4.平成

５.令和 　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

⑦被扶養者の要件を
欠いた理由

都　道
府　県

⑤職業
※現在の状況をお知らせください。

④被扶養者住所

 1.同居　　　　　　　　2.別居
（｢別居」の場合は、被扶養者の住所を記入してください。

住所は住民票に登録されているものと同じ住所を記入してください｡）

 1.同居　　　　　　　　2.別居
（｢別居」の場合は、被扶養者の住所を記入してください。

住所は住民票に登録されているものと同じ住所を記入してください｡）
都　道
府　県

⑥収入の種類
※⑤の収入に該当するもの全てに〇

をつけてください。

性別 1.男　　　2.女

③生年月日 3.昭和　　   4.平成
5.令和 年 月 日 3.昭和　　   4.平成

5.令和 年

②続柄・性別 続柄 性別 1.男　　　2.女 続柄

月 日

①被扶養者氏名
(フリガナ) (フリガナ)
(姓) (名) (姓) (名)

部
課
係

ｾﾝﾀｰ
(  　　　　　  )※日中繋がる電話番号を記入してください。 ※勤務局所に連絡する場合があります。

⑨1年の収入額
(年収) 円

⑩単身赴任
※該当する方のみ記入してください。

 1.はい　　 2.いいえ  ⑪
⑩が「1.はい」の場合、住民票登録は単身赴任先でしょうか

 1.はい　　 2.いいえ

⑥
平日昼間

連絡先TEL

(            ) ⑦
勤務局所

TEL

(            ) ⑧
勤務
局所

郵便局
店

本社
支社

( 　　　　　   )

月 日(姓) (名)

⑤現住所

③組合員氏名
(フリガナ)

④生年月日
3.昭和

4.平成
年

※　認定取消の申告書類等は事実発生日の翌日から５日以内に共済組合に提出してください。
提出期限を過ぎている場合は、できるだけ速やかに提出してください。

被扶養者について以下のとおり申告します。
記入した事項について事実に相違ありません。また、認定後において、認定要件を欠いた場合には速やかに届出します。
なお、虚偽の申告又は届出を怠り給付金を受給した場合は、速やかに共済組合あて返還することを誓約します。

①申告年月日 令和　　　　　　　　　　年　　　　　　　　　　　月　　　　　　　　　　　日 ②組合員番号
(社員番号)

1.無職 2.パート・アルバイト ３.派遣

4.小・中・高・大学生（　　年生） ５.自営業

6.会社員 7.その他（ )

都 道

府 県

1.給与（賞与、交通費等含む） 2.年金（老齢・退職・遺族・障害）

3.企業年金・個人年金 4.事業収入・不動産収入

5.配当金（株式・投信等） 6.雇用保険（失業給付）

7.傷病手当金／育児休業手当金 8.その他（ ）

印

印

1.就職 2.他の社会保険に加入 3.雇用保険受給開始

4.収入増加 5.離婚 6.結婚 7.扶養替

8.死亡 9.別居 10.自立 11.後期高齢者医療制度に加入

12.その他（ ）

バー 」をまだ提出していない場合に、この様式を
記入（消せるボールペンは使用不可）して提出してください。様式に添付する確認資料等については、裏面をご覧ください。

1.無職 2.パート・アルバイト ３.派遣

4.小・中・高・大学生（　　年生） ５.自営業

6.会社員 7.その他（ )

1.給与（賞与、交通費等含む） 2.年金（老齢・退職・遺族・障害）

3.企業年金・個人年金 4.事業収入・不動産収入

5.配当金（株式・投信等） 6.雇用保険（失業給付）

7.傷病手当金／育児休業手当金 8.その他（ ）

1.就職 2.他の社会保険に加入 3.雇用保険受給開始

4.収入増加 5.離婚 6.結婚 7.扶養替

8.死亡 9.別居 10.自立 11.後期高齢者医療制度に加入

12.その他（ ）

有　　　・　　　無　　　・　　　亡失

令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

有　　　・　　　無　　　・　　　亡失

令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

有　　　・　　　無　　　・　　　亡失

令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

（日本郵政共済組合）

 

組合員番号(=社員番号8桁) 署名（組合員氏名）

バー）
共済組合
使用欄

申告日

令和　　　　年　　　　月　　　　日

（フリガナ）

※　被扶養者が3名以上の場合は、この様式をコピーして使用してください。

（お持ちのマイナンバーカードの裏面又は住民票に記載の12桁） （お持ちのマイナンバーカードの裏面又は住民票に記載の12桁）

2024.5 改正　＜被扶養者担当＞

□　海外在住のためマイナンバーが付与されていません。
□　海外在住又は死亡のためマイナンバーが失効しています。

□　海外在住のためマイナンバーが付与されていません。
□　海外在住又は死亡のためマイナンバーが失効しています。

　　　　　　　　　

　　　　　　　　
　　　　　　　　　（　　　　年　　　　月　　　　日頃）

　　　　　　　　　

　　　　　　　　
　　　　　　　　　（　　　　年　　　　月　　　　日頃）

受

付

印

認
定
取
消
を
す
る
者

（フリガナ） （フリガナ）

被扶養者の個人番号の届け出にあたり、以下5項目に同意します。
１ 記入した被扶養者の氏名及びマイナンバー（個人番号）について相違ありません。

３ マイナンバーによる地方税情報の照会に同意します。
４ マイナンバーカード（写）やマイナンバー通知書（写）など添付不要な書類を送付した場合、特定個人情報の適切な
管理の観点から、共済組合にて廃棄されることを承知します。

５ 誤って下記「送付先」以外の住所に本申告書を送付した場合、廃棄され、再度提出することを承知します。

同 意 事 項

記入がない場合、不備といたしますので必ずご記入ください。

【送付先】
〒330-9793 埼玉県さいたま市中央区新都心３－１ 日本郵政共済組合 共済センター 被扶養者担当あて
※送付先注意

◆ご注意ください ◆
2023年9月29日より、国家公務員共済組合法施行規則の一部改正に伴い、被扶養者の認定取消申告にはマイナンバー（個人番号）
の届出が必須となりました。
被扶養者の認定取消申告の際には、本書類を必ずご提出ください。

ど
ち
ら
か
必
ず

チ
ェ
ッ
ク

ど
ち
ら
か
必
ず

チ
ェ
ッ
ク

海外在住で、住民票を日本国内においていないことから、マイナンバー
が付番されていない、海外在住又は死亡のため失効している方は、マイナ
ンバー記載欄は空欄とし、下記の当てはまる方にチェックをしてください。

◆書類記入時の注意事項◆
(注1) 消せるボールペンは使用しないでください。
(注2) 二重線抹消や修正テープ等による訂正、記入漏れは不備となり、再度【取消

します。

海外在住で、住民票を日本国内においていないことから、マイナンバー
が付番されていない、海外在住又は死亡のため失効している方は、マイナ
ンバー記載欄は空欄とし、下記の当てはまる方にチェックしてください。

送付先注意

送付について

差し替え

自営業収入、株、不動産収入等があった
方の収入金額を確認します。
[収支内訳書]、[青色申告書]を含む全て
の資料をご提出ください。
※共済組合で経費とするものについて、「日

本郵政共済組合被扶養者認定基準」の一部
を改定していますが、改定前の認定基準に
基づいて調査します(詳しくはてびき4
ページ参照)。

組合員と2024年中は同居していた、
あるいは一部期間のみ別居していた
場合に提出が必要です。
・3か月以内に取得されたもの
・続柄の記載があるもの
・マイナンバー・本籍が省略された

もの
・世帯全員の記載があるもの

取得先： 同封
お手元

別居している調査対象者の生計を組合員が維持しているか確認します。
組合員と2024年中に別居していた期間がある場合、［送金状況確認書_様
式2］に調査対象者への送金について記入し、送金が確認できる資料※と併せ
てご提出ください。
※①送金者　②送金先　③送金日　④送金額 が確認できる資料通帳(写)、利用明細票

(写) 、通帳レス等の場合はスクリーンショットを印刷したもの　等

差し替え

※通帳（写）は、送金者と金額を確認します
ので、表紙と金額面ともにコピーして
ください。

3

資格確認_様式2

被扶養者と別居をしている場合、送金状況について各項目を漏れなく記入し、確認資料と併せてご提出ください。

被
扶
養
者

2　別居期間　※引き続き別居の方は、終了日は未記入。

3　2024年中の口座間送金　口座間送金以外の方法で生活費を負担している方は、4へ進んでください。　　

特記事項があればご記入ください。

● 送金の証跡（①送金者 ②送金先 ③送金日 ④送金額）が確認できる資料をご提出ください。
    通帳(写) 　　利用明細票(写) 　　通帳レス等の場合はスクリーンショットを印刷したもの　等　

 ・ 2024年中に同居・別居を開始した場合、裏面「居住状況を確認できる資料」を参照し、資料をご提出ください。

  かる資料をご提出ください（当共済組合に到着後、内容を確認したうえで、別途必要な資料等をご案内します）。

□　手渡しをしている
□　学費を負担している

□　送金しているが、振込人が組合員、受取人が被扶養者であることが確認できない
□　家賃や水道光熱費を負担している（組合員から直接引き落としている等）
□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

5　その他

□　生活費は渡していない、負担をしていない。
※認定取消手続きが必要です。同封の 取消用 被扶養者等申告書をご確認ください。

送 金 状 況 確 認 書　

4　口座間送金以外の方法で負担している（渡している）生活費
  次の6つのうち該当する項目に☑チェックを入れてください。併せて、年間の負担額を合計して記載し、その事実が分

□　組合員の給与口座の通帳（又はカード）を被扶養者に渡し、被扶養者が適宜出金している

 　年間負担額 円程度　

　次のうち該当する項目がある方は☑チェックし、必要事項を記入の上ご提出ください。

1　組合員及び別居している被扶養者の情報（2024年12月31日現在）

(住 所)

別居期間 ～

続　柄

開始）　　　　　年　　　　　月

「別居している被扶養者への送金条件」は裏面へ→

□　確認資料を提出できない方は、具体的な理由をご記入ください。

円

円

円 9月分

組合員番号 組合員氏名

月　分 月　分

氏　名
居 住 地

送金額

終了）　　　　　年　　　　　月

生年月日               年        月        日生

2月分 円 8月分
円　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日 円

1月分 円 7月分

円

円

円6月分 円 12月分

5月分 円 11月分

3月分

　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日

4月分 円 10月分

 ※ 通帳（写）を提出する場合、送金者が組合員であること及び送金先が被扶養者であることを確認できるよう、通帳の表
　  紙と金額面をコピーしてください。また、送金以外の部分はマスキングしてください。

送金日送金日 送金額

1～12月の送金額合計

　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日

2025/07/04 15:56:02

□はい
　(  　 　   年　　    月　　    日) へ

□いいえ

□はい
□いいえ

A ◌ 令和7年度所得証明書（写）

□収入あり

□収入なし

□範囲内

□いいえ(超えている)

□はい 　 単身赴任　 　介護・障害者施設等　 　長期入院
□いいえ

□はい （現在も同居）◌ 住民票(写)※世帯全員
（現在は別居）◌ 住民票(写)※組合員・被扶養者分

□いいえ

□全期間 ◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 住民票（写） ※世帯全員分

続　柄 性　別

フ リ ガ ナ 生 年 月 日
被 扶 養 者

氏　名
扶養手当受給

2024年中は全ての期間において組合員と被扶養者は同居していま
したか?該当資料に○をつけ、その資料をご提出ください。

収入の種類 資料番号

2024年中の合計収入額は、　　　　　の別表2を参照し、別表3
<収入要件>の範囲でしたか？

□はい

収入の種類

□ C 事業・資産収入
□ D 公的年金

資料番号

□ G その他

□ B 給与収入 省略 / 1
□ F 雇用保険等
□ E その他年金

共
済
組
合

使
用
欄

該当する別居期間に    チェックを入れてください。

組合員と被扶養者分それぞれ必要です(住民票
の除票可)。

□一部期間

□年収の壁・支援強化パッケージ(130万円の壁)を
　 適用できる

事
前
確
認

被
扶
養
者
の
収
入

被
扶
養
者
の
居
住

1

提出必須

手続ガイド

1 2 3

5

3 / 4 8 / 9
6 / 72

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ

へ

この「調書」と　をつけた確認資料を返信用封筒に封入の上、送付くだ
さい。

へ

へ

へ

扶養状況に変更があり、認定取消の手続中ですか？
又は、「調書」2ページの「取消要件」に該当しましたか？

【取消用】被扶養者等申告書(1/2及び2/2)送付(予定)日

被扶養者は2002年4月2日以降の生まれで、かつ、2024年中は学生
でしたか？該当資料に○をつけ、ご提出ください。

◌ 在学証明書（写）または 卒業証書（写） 

収入の有無及び種類を確認するため、「A ◌ 所得証明書（写）」は
提出必須資料です。　  をつけ、ご提出ください。

被扶養者は2024年中、収入がありましたか？＜ありの場合＞該当
の「収入の種類」に　チェックを入れ、　　　　　の別表１を参照
し、該当する資料番号に　をつけ、その資料をご提出ください。

手続ガイド    

□コロナワクチン接種に係る収入がある(2024年3月まで)

2024年中は、　　　　　 の別表4<送金を要さない特例>に該当
しますか？別表4「資料番号」のとおり　 をつけ、その資料をご提出
ください。

手続ガイド

この「調書」を返信用封筒で送付の上、認定取消の手続きをしてください
(てびき3ページ参照)。
※認定取消の手続きは返信用封筒を使用できません。
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□はい 　 単身赴任　 　介護・障害者施設等　 　長期入院
□いいえ

□はい （現在も同居）◌ 住民票(写)※世帯全員
（現在は別居）◌ 住民票(写)※組合員・被扶養者分
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氏　名
扶養手当受給
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□ D 公的年金

資料番号

□ G その他
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号

163 - 8791
9 9 9新 宿 局

承 認

料金受取人払郵便

差出有効期間
2026年 2 月
27日まで　
（切手不要）

7222

【取消用】被扶養者等申告書（２／２）
※　認定取消の申告書類等は事実発生日の翌日から５日以内に共済組合に提出してください。
　　提出期限を過ぎている場合は、できるだけ速やかに提出してください。

被扶養者について以下のとおり申告します。
記入した事項について事実に相違ありません。また、認定後において、認定要件を欠いた場合には速やかに届出します。
なお、虚偽の申告または届出を怠り給付金を受給した場合は、速やかに共済組合あて返還することを誓約します。

被扶養者の個人番号の記入に当たり、以下に同意します。
　１　記入した被扶養者のマイナンバーについて相違ありません。
　２　マイナンバーによる地方税情報の照会に同意します。
　３　マイナンバーカード（写）やマイナンバー通知書（写）など添付不要な書類を送付した場合、特定個人情報の適切な管理の観点から、共済組合にて廃棄されることを承知します。
　４　誤って下記送付先以外の住所に本申告書を送付した場合、廃棄され、再度提出することを承知します。

【送付先】〒330-9793　埼玉県さいたま市中央区新都心 3-1　　日本郵政共済組合 共済センター　被扶養者担当　あて

⑩提出日 令和 　　　　　年 　　　　月 　　　　　日 ※　不備等による再提出、又は２／２のみ追送の場合は、チェックをつけて提出してください。

⑪組合員番号
(=社員番号 8桁 )

⑫組合員氏名
（フリガナ）

⑬被扶養者氏名

【取消用】被扶養者申告書（１／２）で記入した被扶養者の順番のとおりに被扶養者の氏名・マイナンバーを記入してください。

（フリガナ） （フリガナ）

⑭被扶養者の
マイナンバー

お持ちのマイナンバーカードの裏面や住民票等を確認し、記入してください。
記入を誤った場合は、訂正せずに新しい【取消用】被扶養者等申告書（２／２）に書き直してください。訂正してある場合、不備となりますのでご注意ください。

※マイナンバーカードの写しや、マイナンバーが記載された住民票を提出いただくのみでは不備となります。必ず記入して提出してください。

※マイナンバーが付番されていない又は失効している場合、マイナンバー記入欄は空欄とし、以下の 1. 又は 2. のいずれかの理由に〇をしてください。

【マイナンバー空欄の理由】
1.　海外在住のためマイナンバーが付番されていません。
2.　海外在住又は死亡のためマイナンバーが失効しています。

【マイナンバー空欄の理由】
1.　海外在住のためマイナンバーが付番されていません。
2.　海外在住又は死亡のためマイナンバーが失効しています。

【海外在住の方について】
2024年 5月 27日から、日本国籍の方は、国外転出後もマイナンバーカードを継続して利用できることになりました。
また、現在マイナンバーカードを持っていない海外在住の日本国籍の方（2015年 10月 5日以降に国外転出をしている方に限る。）もマイナンバーカードを申請す
ることが可能になりました。

詳細はこちらをご確認ください。

マイナンバーカードを国外で利用する

【マイナンバー（個人番号）の届出について】
2023年 9月 29日より、国家公務員共済組合法施行規則の一部改正に伴い、被扶養者の認定申告にはマイナンバー（個人番号）の届出が必須となりました。
被扶養者の認定取消申告の際には、本書類を必ずご提出ください。

【注意】
・黒または青のボールペンで記入してください。
　（消せるボールペンは使用不可）
・ 記入漏れがある場合、不備として記入を依頼します　
ので、必要事項は必ずすべて記入してください。

・ 組合員のマイナンバーは、被扶養者等申告書に記入
しないでください。

受付印

共済組合使用欄

（日本郵政共済組合）

2024.9 改正 ＜被扶養者担当＞

取消手続きをされる方へご案内

この様式は、被扶養者の取消手続き専用の様式です。　
被扶養者の要件を欠いていて、取消手続きをまだ行っていない場合は、下記１～４を参照の上、速や
かに共済組合へ届け出を行ってください。

１　主な取消理由
●就職　　●他の社会保険に加入　　●収入増加　　●扶養替　　●雇用保険受給開始
●年金受給開始又は年金増額改定　　●送金停止　　等
※  取消理由は上記以外にも様々なパターンがありますので、詳しくは共済組合ホームページをご確
認ください。

２　【取消用】被扶養者等申告書の作成
　本書裏面の「【取消用】被扶養者等申告書（１/２）」、同封の「【取消用】被扶養者等申告書（２/２）」
へ組合員情報及び被扶養者情報をご記入ください（消せるボールペンは使用不可）。

３　確認資料の準備
　取消手続の確認資料は、取消理由によって異なりますので、詳しくは共済組合ホームページをご確
認ください。

4　【取消用】被扶養者等申告書等の送付
　送付用封筒はご自身でご用意いただき、下記送付先へご提出ください。

送付先
　〒330-9793
　埼玉県さいたま市中央区新都心３－１　日本郵政共済組合共済センター　被扶養者担当 あて

　※ 同封の返信用封筒は使用しないでください。
 2025年度被扶養者資格確認の「共済組合員調書」の送付専用です。
 被扶養者の取消手続きと、被扶養者資格確認の送付先住所が異なりますのでご注意ください。
 送付先を誤ってしまうと、お手続きに時間を要し、再提出を求める場合があります。

共済組合ホームページ　（取消手続き関連ページ）

▶認定取消について
　　 郵政共済 認定取消

▶年収の壁・支援強化パッケージについて
　　 郵政共済 130万の壁

提出いただいた書類に不備、不足がある場合は、追加で書類を求めることがあります。
なお、必要な書類の提出にご協力いただけないときは、日本郵政共済組合の職権により被扶養者の
認定を取り消すことがあります。

3

［被扶養者一覧］ 2024年9月1日現在認定されている方

　取消要件に一つでも該当した場合は、調書3、4ページの設問  の「□はい」に✓チェックしてください。

　●主な取消理由 　以下の取消理由以外については、共済組合員ホームページを参照してください。

被扶養者氏名
資料の
提出が

必要な方

確認資料提出省略の理由 取消要件
確認済み

共済組合
使用欄取消

手続中※
扶養手当

受給

通信欄

取消要件のセルフチェック

共済組合ホームページ

　

※取消手続中…認定取消の申告を受け付けていましたが、2024年9月1日現在手続きが完了していませんので、速やかに案内されている資料を共済センター
　　　　　　　へ提出し、手続きを完了させてください。

　・収入超過 ・・・ 収入が増えて年収が基準額（130万円又は180万円）以上になった　※年収の壁・支援強化パッケージ（130万円の壁）を除く
　・収入1/2超過 ・・・ 被扶養者の年収が、組合員の年収の1/2以上になった
　・別居（送金） ・・・ 被扶養者と別居した、又は別居している被扶養者に収入以上の送金をしていない
　・他保険加入 ・・・ 他の保険に加入した、又は加入している
　・雇用保険等 ・・・ 日額3,612円以上（傷病手当金については月額108,334円以上も条件）の雇用保険等を受給し始めた
　・共同扶養 ・・・ 共同扶養者（被扶養者を一緒に扶養する義務がある人）の年収が組合員の年収を上回っていた
　・国内居住要件 ・・・ 日本国内に住民登録がない（国内居住要件非該当）

〇〇郵便局

共済　太郎

共済　太郎

2025  10  12

000-0000-0000

00000000 0000.00.00男

✔

✔
✔
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はい

はい

はい いいえ

「日本郵政共済組合被扶養者認定基準」の改定について
　被扶養者の認定及び認定取消の基準となる認定対象者の年間収入を算定する際の必要経費について、より分かりやすい
取扱いに改善するため、2025年３月1日付で「日本郵政共済組合被扶養者認定基準」を一部改定しました。
　なお、資格確認の調査対象期間は前年（2024年）のため、今年度の資格確認は改定前の認定基準を適用します。
　詳しくは共済組合ホームページをご覧ください。

[給与等証明書_様式１]を省略できる場合
下記のチャートで省略の可否についてご確認ください。

①2024年1月1日～12月31まで一年を通して当共済組合の被扶養者

②収入は「給与収入」のみ又は「給与収入+公的年金等収入」のみ

[給与等証明書]の省略が可能です [給与等証明書]の提出が必要です！

③＜収入基準額が「130万円未満」の方＞
②の収入合計が70万円未満

③＜収入基準額が「180万円未満」の方＞
②の収入合計が120万円未満

いいえ

いいえ

【個人情報の取扱いについて】
・日本郵政共済組合へ提出いただいた個人情報は、被扶養者の認定、認定取消及び資格確認並びにこれら手続きに関する未提出者の情報を組合員が雇用されている会社等

(国家公務員共済組合法に定めのある会社等に限る。以下「会社等」という。)へ提供する場合等、その目的達成に必要な範囲で利用します。
・未提出者の情報は、上記目的達成に必要な範囲内で会社等へ書類の送付もしくは電子的又は電磁的な方法等により提供します。組合員から日本郵政共済組合に対して、

上記情報の提供を停止する申出があった場合、情報の提供を停止します。その場合、組合員から情報提供停止の申出を受ける前に会社等に提供された情報は、以後も会社
等にて利用することがありますので、あらかじめご了承ください。当該情報に関しては会社等において、目的外利用禁止や情報漏洩防止等に十分留意したうえで厳正に
管理します。

②「公的年金等」について
　公的年金等とは、「老齢年金」「障害年金」
「遺族年金」「退職共済」「企業年金」のこと
を指します。
　個人型確定拠出年金（iDeCo）等の私的
年金（企業年金を除く）や非課税の年金生
活者支援給付金等を受給している場合、
[給与等証明書]は省略できません。

※収入基準額については、5ページ「「主として
組合員の収入によって生計を維持」されて
いるとは」の②を参照してください。

改定に伴う主な変更事項

雇人費
小作料・貸借料
種苗費
肥料費

売上原価
給料賃金
地代家賃（※2）

売上原価、給料賃金、外注工賃、減価償却費、貸倒金、地代家賃、利子割引
料、租税公課、荷造運賃、水道光熱費、旅費交通費、通信費、広告宣伝費、
接待交際費、損害保険料、修繕費、消耗品費、福利厚生費、雑費　等

雇人費、小作料・賃借料、減価償却費、貸倒金、利子割引料、租税公課、種苗
費、素畜費、肥料費、飼料費、農具日、農薬衛生費、諸材料費、修繕費、動力光
熱費、作業用衣料費、農業共済掛金、荷造運賃手数料、土地改良費、雑費　等

給料賃金、減価償却費、貸倒金、地代家賃、借入金利子、租税公課、損害保険
料、修繕費、雑費　等

収支内訳書種別 項目（改定前）
＜共済組合が定める必要経費＞

項目（改定後）
＜所得税法第37条で定められた必要経費＞（※1）

一般用

農業所得用

給料賃金
地代家賃（※2）

不動産所得用

※1 原則、専従者控除の額は経費として認められません。
※2 自宅と事業所が異なる場合のみ

今年度適用

4

被扶養者認定の基礎知識

被扶養者とは

「主として組合員の収入によって生計を維持」されているとは

● 共済組合の組合員　● 健康保険の被保険者（任意継続組合員を含む）
● 健康保険法第3条第2項に規定する被保険者

● 船員保険の被保険者

及び配偶者（内縁関係を除く）は
生計維持を要件とします

 被扶養者の続柄  主な扶養義務者となりえる者
 子  組合員の配偶者
 父又は母  父又は母の配偶者、父又は母と同居している組合員の配偶者

 組合員の兄弟姉妹
 祖父又は祖母  祖父又は祖母の配偶者、組合員の父・母・兄弟姉妹・配偶者
 義父又は義母  義父又は義母の配偶者、組合員の配偶者とその兄弟姉妹
 孫  孫の父母、組合員の配偶者

年収130万円
（月額108,334円）

 60歳未満

年収180万円
（月額150,000円）

❶　組合員による生計維持
　●組合員と同一世帯に属している場合（同居）
　　 被扶養者の年間収入が組合員の年間収入の2分の1未満
　●組合員と同一世帯に属していない場合（別居）　　※同一世帯に属することを要件とする被扶養者を除きます。
　　 被扶養者の毎月の収入額以上の口座間送金が必要です。 
　　　※資格確認時の調査では、以下①～③を確認します。
　　　　①毎月の送金の証跡　②送金額　③振込人が組合員本人名義でありかつ受取人が対象被扶養者であること

❷　被扶養者の収入が基準額未満であること

❸　組合員の収入が扶養義務者の収入より上回っていること 

次の❶❷❸

は生計維持と同一世帯に属することを要件とします

数字は親等を表します

5

「主として組合員の収入によって生計を維持」しており、共済組合が被扶養者として認定した方です。続柄によっては
同一世帯に属する必要があります。被扶養者の範囲は下図の三親等内の親族です(国家公務員共済組合法等で
定められ、会社の扶養手当の対象や税法上の扶養親族とは異なります)。

● 後期高齢者医療制度の被保険者（75歳以上の者及び65歳～74歳で障害認定を受けた人で希望する者）

次の　　　のすべてを満たしていることが判断目安となります（今回の資格確認では2024年中を確認します）。 

60歳以上又は概ね厚生年金保険法による障害厚生
年金の受給要件に該当する程度の障がい者 

収入とは、退職手当等の一時的なものを除き、給与収入
(通勤手当等各種手当、賞与を含む)、事業収入、年金、
失業給付、傷病手当金、株の運用収入、利子収入を含む
あらゆるものを指します。
また、複数の収入がある場合は合算します。 

扶養義務者とは、「扶養義務者となりえる者」のうち、被扶養者を組合員と共に扶養するべき者をいいます。
ただし、扶養義務者となりえる者が組合員
の被扶養者の場合には、扶養義務者には
該当しません。
また、共同扶養よりも夫婦間の相互扶助
義務が優先されます。
例えば、子や兄弟姉妹を扶養していて、そ
の子や兄弟姉妹が結婚した場合、被扶養
者の認定が取り消されることがありま
す。

※1 養子縁組によるものも含む
※2 内縁関係を含むが、内縁関係の配偶者は、生計維持と

同一世帯に属することを要件とする
※3 組合員と内縁関係にある配偶者の父母及び子を含む

（内縁関係の配偶者の死亡後も同じ）
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はい

はい

はい いいえ

「日本郵政共済組合被扶養者認定基準」の改定について
　被扶養者の認定及び認定取消の基準となる認定対象者の年間収入を算定する際の必要経費について、より分かりやすい
取扱いに改善するため、2025年３月1日付で「日本郵政共済組合被扶養者認定基準」を一部改定しました。
　なお、資格確認の調査対象期間は前年（2024年）のため、今年度の資格確認は改定前の認定基準を適用します。
　詳しくは共済組合ホームページをご覧ください。

[給与等証明書_様式１]を省略できる場合
下記のチャートで省略の可否についてご確認ください。

①2024年1月1日～12月31まで一年を通して当共済組合の被扶養者

②収入は「給与収入」のみ又は「給与収入+公的年金等収入」のみ

[給与等証明書]の省略が可能です [給与等証明書]の提出が必要です！

③＜収入基準額が「130万円未満」の方＞
②の収入合計が70万円未満

③＜収入基準額が「180万円未満」の方＞
②の収入合計が120万円未満

いいえ

いいえ

【個人情報の取扱いについて】
・日本郵政共済組合へ提出いただいた個人情報は、被扶養者の認定、認定取消及び資格確認並びにこれら手続きに関する未提出者の情報を組合員が雇用されている会社等

(国家公務員共済組合法に定めのある会社等に限る。以下「会社等」という。)へ提供する場合等、その目的達成に必要な範囲で利用します。
・未提出者の情報は、上記目的達成に必要な範囲内で会社等へ書類の送付もしくは電子的又は電磁的な方法等により提供します。組合員から日本郵政共済組合に対して、

上記情報の提供を停止する申出があった場合、情報の提供を停止します。その場合、組合員から情報提供停止の申出を受ける前に会社等に提供された情報は、以後も会社
等にて利用することがありますので、あらかじめご了承ください。当該情報に関しては会社等において、目的外利用禁止や情報漏洩防止等に十分留意したうえで厳正に
管理します。

②「公的年金等」について
　公的年金等とは、「老齢年金」「障害年金」
「遺族年金」「退職共済」「企業年金」のこと
を指します。
　個人型確定拠出年金（iDeCo）等の私的
年金（企業年金を除く）や非課税の年金生
活者支援給付金等を受給している場合、
[給与等証明書]は省略できません。

※収入基準額については、5ページ「「主として
組合員の収入によって生計を維持」されて
いるとは」の②を参照してください。

改定に伴う主な変更事項

雇人費
小作料・貸借料
種苗費
肥料費

売上原価
給料賃金
地代家賃（※2）

売上原価、給料賃金、外注工賃、減価償却費、貸倒金、地代家賃、利子割引
料、租税公課、荷造運賃、水道光熱費、旅費交通費、通信費、広告宣伝費、
接待交際費、損害保険料、修繕費、消耗品費、福利厚生費、雑費　等

雇人費、小作料・賃借料、減価償却費、貸倒金、利子割引料、租税公課、種苗
費、素畜費、肥料費、飼料費、農具日、農薬衛生費、諸材料費、修繕費、動力光
熱費、作業用衣料費、農業共済掛金、荷造運賃手数料、土地改良費、雑費　等

給料賃金、減価償却費、貸倒金、地代家賃、借入金利子、租税公課、損害保険
料、修繕費、雑費　等

収支内訳書種別 項目（改定前）
＜共済組合が定める必要経費＞

項目（改定後）
＜所得税法第37条で定められた必要経費＞（※1）

一般用

農業所得用

給料賃金
地代家賃（※2）

不動産所得用

※1 原則、専従者控除の額は経費として認められません。
※2 自宅と事業所が異なる場合のみ

今年度適用

4

被扶養者認定の基礎知識

被扶養者とは

「主として組合員の収入によって生計を維持」されているとは

● 共済組合の組合員　● 健康保険の被保険者（任意継続組合員を含む）
● 健康保険法第3条第2項に規定する被保険者

● 船員保険の被保険者

及び配偶者（内縁関係を除く）は
生計維持を要件とします

 被扶養者の続柄  主な扶養義務者となりえる者
 子  組合員の配偶者
 父又は母  父又は母の配偶者、父又は母と同居している組合員の配偶者

 組合員の兄弟姉妹
 祖父又は祖母  祖父又は祖母の配偶者、組合員の父・母・兄弟姉妹・配偶者
 義父又は義母  義父又は義母の配偶者、組合員の配偶者とその兄弟姉妹
 孫  孫の父母、組合員の配偶者

年収130万円
（月額108,334円）

 60歳未満

年収180万円
（月額150,000円）

❶　組合員による生計維持
　●組合員と同一世帯に属している場合（同居）
　　 被扶養者の年間収入が組合員の年間収入の2分の1未満
　●組合員と同一世帯に属していない場合（別居）　　※同一世帯に属することを要件とする被扶養者を除きます。
　　 被扶養者の毎月の収入額より多い額の口座間送金が必要です。 
　　　※資格確認時の調査では、以下①～③を確認します。
　　　　①毎月の送金の証跡　②送金額　③振込人が組合員本人名義でありかつ受取人が対象被扶養者であること

❷　被扶養者の収入が基準額未満であること

❸　組合員の収入が扶養義務者の収入より上回っていること 

次の❶❷❸

は生計維持と同一世帯に属することを要件とします

数字は親等を表します

5

「主として組合員の収入によって生計を維持」しており、共済組合が被扶養者として認定した方です。続柄によっては
同一世帯に属する必要があります。被扶養者の範囲は下図の三親等内の親族です(国家公務員共済組合法等で
定められ、会社の扶養手当の対象や税法上の扶養親族とは異なります)。

● 後期高齢者医療制度の被保険者（75歳以上の者及び65歳～74歳で障害認定を受けた人で希望する者）

次の　　　のすべてを満たしていることが判断目安となります（今回の資格確認では2024年中を確認します）。 

60歳以上又は概ね厚生年金保険法による障害厚生
年金の受給要件に該当する程度の障がい者 

収入とは、退職手当等の一時的なものを除き、給与収入
(通勤手当等各種手当、賞与を含む)、事業収入、年金、
失業給付、傷病手当金、株の運用収入、利子収入を含む
あらゆるものを指します。
また、複数の収入がある場合は合算します。 

扶養義務者とは、「扶養義務者となりえる者」のうち、被扶養者を組合員と共に扶養するべき者をいいます。
ただし、扶養義務者となりえる者が組合員
の被扶養者の場合には、扶養義務者には
該当しません。
また、共同扶養よりも夫婦間の相互扶助
義務が優先されます。
例えば、子や兄弟姉妹を扶養していて、そ
の子や兄弟姉妹が結婚した場合、被扶養
者の認定が取り消されることがありま
す。

※1 養子縁組によるものも含む
※2 内縁関係を含むが、内縁関係の配偶者は、生計維持と

同一世帯に属することを要件とする
※3 組合員と内縁関係にある配偶者の父母及び子を含む

（内縁関係の配偶者の死亡後も同じ）
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資格確認に関するQ&A

項 
番 項　目 質　　疑 回　　答 提 出 資 料

1 扶養手当

[共済組合員調書]の扶養手当
受給欄が「無」になっている
が、扶養手当をもらっている。
[所得証明書]等の確認資料の
提出は不要か。

2024年中に扶養手当の対象となってい
たことを客観的に確認できる資料を提
出すれば、[所得証明書]等の確認資料の
提出は不要です。
[共済組合員調書]の扶養手当受給欄を

「有」に訂正してご提出ください。

どちらか1つをご提出ください。
・扶養手当認定簿(写)
・所属会社(給与担当者)が当該事実

を証明したもの

[所得証明書]の代わりに[源泉
徴収票]や[市民税決定通知書]
でもよいか。

それらの資料は、一部の記載項目が省略
されているため、代替資料とすることは
できません。
所得控除前の収入の有無と種類を確認
するために必要ですので、[所得証明書]
(又は[課税証明書])をご提出ください。

・令和7年度　所得証明書(写)

※発行された証明書の内容が、「＊」
（アスタリスク）で表記されてい
ても問題ございません。

●収入がない(少ない)ため[所
得証明書]を出せないと言
われた。

●事業収入があるが、少額な
ため、申告不要と言われた。
[確定申告書]も提出できな
い。

収入がない(少ない)場合でも、そのこと
がわかる資料を発行してもらうよう、市
区町村役場でご相談ください。

・発行された資料余白へ下記を記
入し、ご提出ください。

①所得証明書等を提出できない理由
②日付(記入日)
③組合員番号及び組合員氏名

被扶養者が既に勤務先を退職
したため、[給与等証明書]が
提出できない。

通勤費等の非課税給与も含めた収入や
雇用条件等を把握するために必要な資
料です。
支払元が存在していないという止むを
得ない事情を除き、被扶養者の勤務先に
依頼の上、必ずご提出ください。

・2024年　給与等証明書_様式1
・会社の倒産等で支払元が存在し

ない場合には、代替資料として下
記の資料をご提出ください。

「給与収入及び雇用条件等に関する
申立書」（共済組合ホームページに
掲載）

妻には給与収入が年間65万
円と、ほかに不動産収入が年
間60万円あるが、[給与等証明
書]の提出は必要か。

必要です。[給与等証明書_様式1]を省略
できる条件に「収入は給与収入及び公的
年金のみ」が含まれるため、それ以外の
収入がある場合は、70万円（120万円）
未満であっても提出が必要です。[給与
等証明書]の省略について、詳細は4ペー
ジをご参照ください。

・2024年　給与等証明書_様式1
・給与収入以外の収入に関する確

認資料

別居している子は収入がない
が、いくら送金すればよいか。

別居している被扶養者が生活（生計維
持）できる金額を送金してください。
被扶養者が収入を得るようになった場
合は、その収入額より多い額の送金を
行ってください。

・送金状況確認書_様式2
・送金が確認できる資料

2024年の[年金振込通知書]
を紛失してしまった。

年金の支払元(日本年金機構、共済組合、
厚生年金基金 等)に再発行を依頼して
ください。
再発行に時間がかかる場合は、「提出資
料」欄の資料を代替資料とすることがで
きます。

＜代替資料＞
・公的年金等源泉徴収票(写)
又は、以下①～④全てを提出
①年金証書(写)
②2024年中の年金振込が確認でき

る通帳(写)
③2025年の年金振込通知書(写)
④「確認資料の提出に関する申立

書」(共済組合ホームページに掲載)

2 所得
証明書

3 所得
証明書

4 給与等
証明書

5 給与等
証明書

6 年金

7 送金額

6

項 
番 項　目 質　　疑 回　　答 提 出 資 料

8 送金方法

9 送金方法

10 単身赴任

11 世帯分離

12 学生

13 学生

14 学生

15 国内
居住要件

子と別居しているが近くにい
るため、生活費は手渡しをし
ている。

送金の証跡を残す必要があるため手渡
しは認められません。
送金方法は口座間送金に限ります。
[送金状況確認書_様式2]に、生活費を手
渡ししている状況を詳細に記入し、[共
済組合員調書]とともにご提出くださ
い。状況確認のうえ、別途必要な資料等
をご案内します。

・送金状況確認書_様式2

単身赴任をしている。送金を
要さない特例として、単身赴
任手当の支給実績がわかる[給
与明細書]は、直近のでよいか。

2024年中に手当が支給されたすべての
月の[給与明細書]をご提出ください。
※手当が確認できない場合は、「別居」と
して、審査を行います。

・給与明細書(写)
2024年中に単身赴任手当が支給さ
れていたすべての月分

両親を扶養していて、同居し
生活を共にしているが、[住民
票]上は世帯分離をしている。
何を提出すればよいか。

それぞれの世帯における[住民票]の住
所が枝番まで同一であれば、同居とみな
します。

・それぞれの世帯における世帯全
員の住民票(写)※マイナンバーと
本籍の記載がないもの
・生計同一に関する申立書(共済組
合ホームページに掲載)

扶養している家族(配偶者と
子供)と別居している。生活費
は、配偶者へまとめて送金し
ているが、配偶者と子供それぞ
れの口座への送金が必要か。

被扶養者それぞれの口座へ送金が必要
です。
ただし、扶養している家族同士が同居し
ている場合は、一人の口座へまとめて送
金しても差し支えありません。

・送金状況確認書_様式2
・送金が確認できる資料

2024年中は学生だったが、
[在学証明書]を提出すればよ
いか
(2025年に卒業された方は項
番13参照)。

「学校教育法第1条」に規定されている
学校※及び修業期間が1年以上の専修
学校、専門学校であれば、[在学証明書
(写)]をご提出ください。
※高等学校、中等教育学校、特別支援学
校、大学、高等専門学校(一部抜粋)
※夜間部や通信制は「学校教育法第4
条」に規定されているため在学証明書
は認められません。

・在学証明書(写)

子どもが今年3月に高校を卒
業し、4月に大学へ進学した。
現在通っている大学で[在学
証明書]を取得すればよいか。

2024年中在学していたことを確認しま
すので、2025年3月に高校を卒業した
ことがわかる資料をご提出ください。

どちらか１つをご提出ください。
・卒業証明書(写)
・卒業証書(写)

2024年中は在学していたが、
今は休学（または退学）してい
るため、[在学証明書]を取得
できない。何を提出すればよ
いか。

2024年中在学していたことを確認でき
るようでしたら、休学（退学）証明書等を
ご提出ください。
2024年中在学していたことを確認でき
ない場合は収入及び居住状況の確認を
行いますので、[共済組合員調書]の設問
2の「□いいえ」にチェックし、設問3へ
進んでください。

＜在学を確認できる場合＞
・休学（退学）証明書

＜在学を確認できない場合＞
・収入及び居住状況の確認資料

海外に留学している子に配偶
者が同行している。認定取消
をしなければならないのか。

国外に留学する学生は、「国内居住要件
の例外」に該当します。また配偶者はそ
の帯同者となり、どちらも認定取消の必
要はありません。

―
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資格確認に関するQ&A

項 
番 項　目 質　　疑 回　　答 提 出 資 料

1 扶養手当

[共済組合員調書]の扶養手当
受給欄が「無」になっている
が、扶養手当をもらっている。
[所得証明書]等の確認資料の
提出は不要か。

2024年中に扶養手当の対象となってい
たことを客観的に確認できる資料を提
出すれば、[所得証明書]等の確認資料の
提出は不要です。
[共済組合員調書]の扶養手当受給欄を

「有」に訂正してご提出ください。

どちらか1つをご提出ください。
・扶養手当認定簿(写)
・所属会社(給与担当者)が当該事実

を証明したもの

[所得証明書]の代わりに[源泉
徴収票]や[市民税決定通知書]
でもよいか。

それらの資料は、一部の記載項目が省略
されているため、代替資料とすることは
できません。
所得控除前の収入の有無と種類を確認
するために必要ですので、[所得証明書]
(又は[課税証明書])をご提出ください。

・令和7年度　所得証明書(写)

※発行された証明書の内容が、「＊」
（アスタリスク）で表記されてい
ても問題ございません。

●収入がない(少ない)ため[所
得証明書]を出せないと言
われた。

●事業収入があるが、少額な
ため、申告不要と言われた。
[確定申告書]も提出できな
い。

収入がない(少ない)場合でも、そのこと
がわかる資料を発行してもらうよう、市
区町村役場でご相談ください。

・発行された資料余白へ下記を記
入し、ご提出ください。

①所得証明書等を提出できない理由
②日付(記入日)
③組合員番号及び組合員氏名

被扶養者が既に勤務先を退職
したため、[給与等証明書]が
提出できない。

通勤費等の非課税給与も含めた収入や
雇用条件等を把握するために必要な資
料です。
支払元が存在していないという止むを
得ない事情を除き、被扶養者の勤務先に
依頼の上、必ずご提出ください。

・2024年　給与等証明書_様式1
・会社の倒産等で支払元が存在し

ない場合には、代替資料として下
記の資料をご提出ください。

「給与収入及び雇用条件等に関する
申立書」（共済組合ホームページに
掲載）

妻には給与収入が年間65万
円と、ほかに不動産収入が年
間60万円あるが、[給与等証明
書]の提出は必要か。

必要です。[給与等証明書_様式1]を省略
できる条件に「収入は給与収入及び公的
年金のみ」が含まれるため、それ以外の
収入がある場合は、70万円（120万円）
未満であっても提出が必要です。[給与
等証明書]の省略について、詳細は4ペー
ジをご参照ください。

・2024年　給与等証明書_様式1
・給与収入以外の収入に関する確

認資料

別居している子は収入がない
が、いくら送金すればよいか。

別居している被扶養者が生活（生計維
持）できる金額を送金してください。
被扶養者が収入を得るようになった場
合は、その収入額以上の送金を行ってく
ださい。

・送金状況確認書_様式2
・送金が確認できる資料

2024年の[年金振込通知書]
を紛失してしまった。

年金の支払元(日本年金機構、共済組合、
厚生年金基金 等)に再発行を依頼して
ください。
再発行に時間がかかる場合は、「提出資
料」欄の資料を代替資料とすることがで
きます。

＜代替資料＞
・公的年金等源泉徴収票(写)
又は、以下①～④全てを提出
①年金証書(写)
②2024年中の年金振込が確認でき

る通帳(写)
③2025年の年金振込通知書(写)
④「確認資料の提出に関する申立

書」(共済組合ホームページに掲載)

2 所得
証明書

3 所得
証明書

4 給与等
証明書

5 給与等
証明書

6 年金

7 送金額

6

項 
番 項　目 質　　疑 回　　答 提 出 資 料

8 送金方法

9 送金方法

10 単身赴任

11 世帯分離

12 学生

13 学生

14 学生

15 国内
居住要件

子と別居しているが近くにい
るため、生活費は手渡しをし
ている。

送金の証跡を残す必要があるため手渡
しは認められません。
送金方法は口座間送金に限ります。
[送金状況確認書_様式2]に、生活費を手
渡ししている状況を詳細に記入し、[共
済組合員調書]とともにご提出くださ
い。状況確認のうえ、別途必要な資料等
をご案内します。

・送金状況確認書_様式2

単身赴任をしている。送金を
要さない特例として、単身赴
任手当の支給実績がわかる[給
与明細書]は、直近のでよいか。

2024年中に手当が支給されたすべての
月の[給与明細書]をご提出ください。
※手当が確認できない場合は、「別居」と
して、審査を行います。

・給与明細書(写)
2024年中に単身赴任手当が支給さ
れていたすべての月分

両親を扶養していて、同居し
生活を共にしているが、[住民
票]上は世帯分離をしている。
何を提出すればよいか。

それぞれの世帯における[住民票]の住
所が枝番まで同一であれば、同居とみな
します。

・それぞれの世帯における世帯全
員の住民票(写)※マイナンバーと
本籍の記載がないもの
・生計同一に関する申立書(共済組
合ホームページに掲載)

扶養している家族(配偶者と
子供)と別居している。生活費
は、配偶者へまとめて送金し
ているが、配偶者と子供それぞ
れの口座への送金が必要か。

被扶養者それぞれの口座へ送金が必要
です。
ただし、扶養している家族同士が同居し
ている場合は、一人の口座へまとめて送
金しても差し支えありません。

・送金状況確認書_様式2
・送金が確認できる資料

2024年中は学生だったが、
[在学証明書]を提出すればよ
いか
(2025年に卒業された方は項
番13参照)。

「学校教育法第1条」に規定されている
学校※及び修業期間が1年以上の専修
学校、専門学校であれば、[在学証明書
(写)]をご提出ください。
※高等学校、中等教育学校、特別支援学
校、大学、高等専門学校(一部抜粋)
※夜間部や通信制は「学校教育法第4
条」に規定されているため在学証明書
は認められません。

・在学証明書(写)

子どもが今年3月に高校を卒
業し、4月に大学へ進学した。
現在通っている大学で[在学
証明書]を取得すればよいか。

2024年中在学していたことを確認しま
すので、2025年3月に高校を卒業した
ことがわかる資料をご提出ください。

どちらか１つをご提出ください。
・卒業証明書(写)
・卒業証書(写)

2024年中は在学していたが、
今は休学（または退学）してい
るため、[在学証明書]を取得
できない。何を提出すればよ
いか。

2024年中在学していたことを確認でき
るようでしたら、休学（退学）証明書等を
ご提出ください。
2024年中在学していたことを確認でき
ない場合は収入及び居住状況の確認を
行いますので、[共済組合員調書]の設問
2の「□いいえ」にチェックし、設問3へ
進んでください。

＜在学を確認できる場合＞
・休学（退学）証明書

＜在学を確認できない場合＞
・収入及び居住状況の確認資料

海外に留学している子に配偶
者が同行している。認定取消
をしなければならないのか。

国外に留学する学生は、「国内居住要件
の例外」に該当します。また配偶者はそ
の帯同者となり、どちらも認定取消の必
要はありません。

―

7

3_てびき.indd   73_てびき.indd   7 2025/07/29   11:39:002025/07/29   11:39:00



項 
番 項　目 質　　疑 回　　答 提 出 資 料

16 海外居住

17

18 提出期限

19
年収の壁・
支援強化

パッケージ

20

21 認定取消
手続き

被扶養者は2024年中は海外
にいたので[所得証明書](又は
[課税証明書])が交付されない。
何を提出すればよいか。

「提出資料」欄の①~④の資料とそれを
和訳したものをご提出ください。

①確認資料の提出に関する申立書
②海外に居住していた期間が確認

できる資料(留学の場合は留学先
の在学証明でも可)

③送金状況確認書_様式2 及び 送
金が確認できる資料

④収入が確認できる資料(収入があ
る場合)

2024年途中に認定された被
扶養者の[所得証明書]に、認
定日以前の収入が記載されて
いる。

2024年途中に認定された場合、認定日
以降の状況がわかるものをご提出くだ
さい。

令和7年度 所得証明書(写)の余白へ
下記を記入し、ご提出ください。
①認定日以降の月額の収入等
②申立日
③組合員番号及び組合員氏名

10月31日(金)提出期限まで
に資料のすべてを揃えて提出
することができない。

提出期限までにすべてを揃えることが
できない場合は、[共済組合員調書]の通
信欄に「提出資料」欄の①～③を記入の
上、[共済組合員調書]と揃っている確認
資料を提出期限までにご提出ください。
※追送される確認資料には、組合員番号
及び組合員氏名を記入したメモ等を併
せてご提出ください。

・共済組合員調書
①提出が遅れる確認資料名
②提出が遅れる理由
③提出予定月日

繁忙による労働時間の増加
で、給与収入が130万円を超
えてしまった。認定取消をし
なければならないのか。

人手不足等やむを得ない事情により、一
時的に収入が増加した場合は事業主の
証明を提出いただくことで、連続2回（2
年）まで被扶養者として認定します。

・被扶養者の収入確認に当たって
の「一時的な収入変動」に係る申
立書 兼 証明書

新型コロナワクチン接種業務
に携わっていた。何を提出す
ればよいか。

ワクチン接種業務を行う事業者・雇用主
(市区町村、医療機関等)から発行(証明)を
受け、ご提出ください。(共済組合ホーム
ページからダウンロードできます)。
なお、適用できるのは2024年3月分ま
でです。

・新型コロナウイルスワクチン接
種業務に従事した際の収入に係
る申立書

被扶養者は先日就職したた
め、認定取消の手続きを行う
予定。資格確認の確認資料を
提出する必要はあるか。

必要です。[共済組合員調書]の設問1の
「□はい」にチェックし、「【取消用】被扶
養者等申告書（1/2及び2/2）送付（予定）
日」を記入、2ページ目に署名の上、同封
の返信用封筒でご提出ください。
なお、認定取消の手続きは忘れずに行っ
てください(3ページ参照)。

・共済組合員調書

調査対象
期間認定

新型コロナ
ワクチン

共済組合コールセンター

共済組合ホームページ

（通話料無料）土日祝日を除く 9：00～18：00

郵政共済　被扶養者資格確認

0120-97-8484TEL

「被扶養者資格確認のお知らせ」送付（9月下旬）以降、共済組合コールセンターへお問い合わせが集中し、繋がりにくくなる場合があります。
共済組合ホームページで詳しく解説していますので、まずはご覧ください。
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